
環境報告書  

TOYO INK

未 来 の た め に。 社 会 の た め に。  



富士工場のダイオキシン問題が終結 
2000年6月、富士工場から基準値を上回るダイオキシン類を

含んだ排水が排出された問題に関しましては、事故後に設

置されたプロジェクトを中心に、再発防止とダイオキシン低減

のための対策を取った結果、2003年以降に適用される排

出基準を下回っていることが確認されました。東洋インキで

は、今後もさらなる低減のための努力を続けてまいります。 

環境会計において効果を算出 
環境会計2年目の2000年度は「環境効果」の算出を行い、

過年度の環境報告書で紹介した大豆油インキ等の環境調

和型製品の利益と、各拠点での省エネルギー活動の効果

を集計しました。環境効果の合計は620百万円でした。 

環境調和型製品の登録を開始 
東洋インキでは、2001年7月から環境調和型製品の登録を

開始しました。これは、社外との環境コミュニケーションの向

上と環境調和型製品の普及を目的に、当社の環境調和型

製品を登録して全社的に一元管理するものです。 

第４回環境報告書賞の優良賞を受賞 
2000年12月に発行した「2000環境報告書」は、東洋経済

新報社とグリーンリポーティング・フォーラム共催の「第4回環

境報告書賞」の優良賞を受賞しました。 
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環境報告書の対象範囲 

この環境報告書のデータは、2000年度（2000年4月1日～
2001年3月31日）の実績を主体としていますが、発行が2001
年11月であるため、大きな進捗のあった事柄については、10
月までの活動も掲載しています。 
 
  
 
この環境報告書は、東洋インキ製造株式会社及び国内の関係
会社を対象としていますが、特に環境負荷が大きい下記の生産
事業所と関係会社を中心に情報開示をしています。 

●東洋インキ製造株式会社　生産事業所 
　　●グラフィックアーツ事業本部 

富士製造所 ： 静岡県富士市 
青戸工場　 ： 東京都葛飾区 
埼玉製造所 ： 埼玉県川越市 
寝屋川工場 ： 大阪府寝屋川市 

　　●ケミカル事業本部 
川越製造所 ： 埼玉県川越市 
西神工場　 ： 兵庫県神戸市 
守山製造所 ： 滋賀県守山市 
岡山工場　 ： 岡山県井原市 

●国内関係会社 
　　●マツイカガク株式会社 ： 京都府京都市 
　　●オリエンタル化成株式会社 ： 千葉県茂原市 
　　●東洋モートン株式会社（埼玉工場）： 埼玉県比企郡滑川町 
　　●東洋ペトロライト株式会社（千葉工場）： 千葉県茂原市 
　　●日本ポリマー工業株式会社 ： 兵庫県姫路市 
  
 
 
この環境報告書に記載する“環境”の範囲は、東洋インキ製造
株式会社及び国内の関係会社の事業活動に関わる環境側面で
す。労働安全問題に関する事項は含まれません。 

対象期間 

対象事業所 

対象領域 
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未来のために。社会のために。 

経 営 理 念  

私たち東洋インキグループは世界にひろがる 

生活文化創造企業を目指します。 

世界の人びとの豊かさと文化に貢献します。 

新しい時代の生活の価値を創造します。 

先端の技術と品質を提供します。 
１９９３・４ 制定 
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東洋インキグループは、環境経営の実践をお約束します。 

代表取締役社長 
東洋インキ製造株式会社 

皆様、この環境報告書をご覧いただきまして、ありがとうございます。 

ご承知のごとく、環境に対する意識は地球規模で高まっており、環境保全に対する取り組みが企業の社会

的責任として厳しく問われています。21世紀を迎え、私たち東洋インキグループは、経営理念に謳った「生活

文化創造企業」を目指し、さらなる環境重視の経営を推進します。 

21世紀は「環境の世紀」と言われています。新世紀第1号となるこの環境報告書の発行にあたっては、特に

以下の三点に注力いたしました。 

第一は、私たち東洋インキグループの持続的発展のために、企業としての「環境対応」と「利益向上」の両

面を推進させることです。そのためには、環境に対するインプットとアウトプットを明確に把握し、開示していく

ことが極めて重要であると考えています。このため、今回から環境会計の効果を明示しました。 

第二は、私たち東洋インキ本体のみならず、グループ全体で環境重視の経営を進めていくことです。このた

め、国内の生産系グループ会社の具体的実践内容を、今回初めて明示することとし、2000年度の活動およ

びパフォーマンスに関するデータ等を掲載しました。 

第三は、2000年度を環境重視の経営推進に向けた仕組み作りの基礎が固まった年だと考え、いよいよ具体

的実践に入っていくことです。こうした動きを、この環境報告書全体から読み取っていただければ幸いです。 

東洋インキグループは、21世紀はもちろん、未来にわたり永続することを願っています。そのために必要なこと

は、環境重視に尽きると言っても過言ではありません。今後も着実に、そして誠実に、具体的な活動を積み重

ねてまいります。 

皆様のご理解とご支援をよろしくお願いいたします。 

ごあいさつ 
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会 社 名  
本社所在地  
創 業  
設 立  
資 本 金  
売 上 高  
経 常 利 益  
従 業 員  
事業の内容  
 
 
 
研 究 所  
工 場  
関 係 会 社  
東洋インキが
関わる環境関
連団体・組織 
 
 

東洋インキ製造株式会社／TOYO INK MFG. CO., LTD.  
〒104-8377 東京都中央区京橋二丁目3番13号 
1896年9月10日 
1907年1月15日 
24,610百万円 
171,345百万円（単体）／222,246百万円（連結） 
11,116百万円（単体）／9,982百万円（連結） 
2,340名（単体）／6,805名（連結） 
印刷インキ事業：オフセットインキ、グラビアインキ、新聞インキなど 
グラフィックアーツ関連機器および材料事業：印刷機械、印刷機器、印刷材料など 
高分子関連材料事業：缶用内外面塗料、樹脂、接着剤、接着テープなど 
化成品およびメディア材料事業：有機顔料、合成樹脂着色剤、着色樹脂、カラーレジストなど 
6 
8（2001年3月21日より4製造所・4工場体制となっています） 
国内34社、海外53社（2001年3月現在） 
・ 日本レスポンシブル・ケア協議会 
・ グリーン購入ネットワーク 
・ 環境報告書ネットワーク 
・ 日経BP環境経営フォーラム 
・ ETAD：Ecological and Toxicological Association of Dyes and Organic Pigments Manufactures

本社 

会社概要 

青戸工場 

埼玉製造所 

川越製造所 

富士製造所 

守山製造所 

寝屋川工場 

西神工場 

岡山工場 



関係会社 
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東洋モートン株式会社 
本社所在地  

 

設 立  

資 本 金  

営 業 品 目 

東洋ペトロライト株式会社 
本社所在地  

 

設 立  

資 本 金  

営 業 品 目 

〒104-8577 東京都中央区勝どき三丁目

13番１号　FT-Ⅱビル 

1975年３月25日 

480百万円 

各種ホットメルト接着剤、ワックスコンパウ

ンド 

マツイカガク株式会社 
本社所在地  

 

設 立  

資 本 金  

営 業 品 目 

〒612-8374 京都府京都市伏見区治部町

18番地 

1934年3月 

465百万円 

金属印刷用インキ、UV硬化インキ・コー

ティング剤 

オリエンタル化成株式会社 
本社所在地  

設 立  

資 本 金  

営 業 品 目 

〒297-0017 千葉県茂原市東郷1430番地 

1960年８月1日 

100百万円 

無機化学薬品、ワックス及びその関連製

品、塗料用着色剤、機能性材料 

日本ポリマー工業株式会社 
本社所在地  

 

設 立  

資 本 金  

営 業 品 目 

〒671-1241 兵庫県姫路市網干区興浜

2114番地　 

1971年９月22日 

100百万円 

合成樹脂（アクリル系）並びに関連製品 

〒104-8577 東京都中央区勝どき三丁目

13番１号　FT-Ⅱビル 

1975年４月3日 

４98百万円 

ドライラミネート用接着剤、押出しラミネート用アンカーコート

接着剤、プリントラミネート用接着剤、ファンクショナルヒートシー

ルコーティング剤、インダストリアル用接着剤、関連機器 

訂正
東洋モートン株式会社ならびに東洋ペトロライト株式会社は事務所移転により住所変更しています。

新住所：
東洋モートン株式会社
〒104-8377　東京都中央区京橋1-3-13　第一ビル　7階

東洋ペトロライト株式会社
〒104-8377　東京都中央区京橋1-3-13　第一ビル　7階



事業紹介 

“色彩”が生み出す多様なイメージを、幅広い対象に共有

していただくためには、画像を伝達するためのコミュニケー

ションシステムが必要です。 

東洋インキグループは、「生活文化創造企業」としてのもう

一つの役割として、各種の画像伝達システムの開発・製造

にも注力。各種の印刷システムをはじめ、ラベルやテープ、

包装材料といった各種の印刷メディア、さらにはIT時代を

見据えたコンピュータ・ネットワークによる画像伝達システム

など、多彩な領域で事業を展開しています。 

私たちは、今後も社会や技術の変化をいち早く捉え、「人と

文化を結ぶインターフェイス」の高度化を提案し続けます。 

東洋インキグループは、世界にひろがる「生活文化創造企業」

として、“色彩”を核とした画像（イメージ）形成のための製

品を幅広い市場に提供しています。 

印刷インキをはじめ、塗料や着色剤、それらの素材となる樹

脂・顔料などの高分子材料まで、“色彩”にまつわる幅広い

製品を生産するとともに、さらには液晶表示材料など、デジ

タルの世界で新たなイメージを創出するための研究開発も

積極的に行っています。 

私たちは、こうした“色彩”のリーディングカンパニーとして、

今後も「生活者」の視点から、人々の生活をより豊かにでき

る高機能な製品を創造し続けます。 
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東洋インキグループは、“色彩”の開発・提供を通じて、 
人 の々暮らしを彩り、文化の継承に貢献していきます。 

「i&i」をキーワードに。 

多様なイメージを表現する“色彩”を創造。 

i m a g e

人と文化を結ぶインターフェイスを提案。 

i n t e r f a c e

グラビアインキ 

プラスチック用着色剤 

新聞オフ輪カラーインキ 

飲料缶用塗料 

インクジェットメディア 

サイテックス・ヴィジョナリー・エクステンションＪ 

アセンブラーＪＳ 

ルミナ 

未来のために。社会のために。 



常に社会の変化に目を凝らし、印刷インキにとどまらない 
新しい価値創造に挑戦してきました。 

グループの総合力を活かして。 
未来のために。社会のために。 

主要関係会社：東洋製版、東洋プリプレス、東洋インスペクションズ、トーヨー
ケム・プリンティング・ケミカル、東洋油墨亞洲、東洋インキ・ヨーロッパ、大
連東洋凹印製版、他 

主要関係会社：マツイカガク、東洋カラーテック、トーヨーケム・インキ、トー
ヨーケム、東洋インキ（泰国）、東洋インキ・インドネシア、東洋油墨亞洲、天
津東洋油墨、ブダカラー、東洋インキ・アメリカ、ライオケム、東洋インキ・オー
ストラリア、江門東洋油墨、他 

グラフィックアーツ部門 

ケミカル部門 

販売実績の比率 

印刷インキ グラフィックアーツ関連機器および材料 

主要関係会社：オリエンタル化成、東洋インキ・パンパシフィック、東洋インキ・
コンパウンズ、斗門東洋化工廠、フランカラー・ピグメンツ、東洋カラー・アメ
リカ、フタルメックス、韓一東洋、他 

主要関係会社：マツイカガク、東洋モートン、東洋ペトロライト、日本ポリマー
工業、ジョンソンポリマー、T.I.P.P.（マレーシア）、トーヨー・トーア・コーティ
ング、三永インキ・ペイント製造、他 

高分子関連材料 化成品およびメディア材料 

“印刷インキのトップブランド”とし

て、オフセット印刷、グラビア印刷、

新聞印刷など多様な印刷産業

に向けて、高品質な印刷インキ

の安定供給を担っています。また、

印刷物の品質向上・機能性付加のためのコーティング剤や、

印刷工程で用いられる湿し水など、各種消耗品も合わせて

提供。多様化・高度化を続ける市場ニーズへの対応を図

るべく、お客様の視点に立った製品開発に注力しています。 

高度情報化の波は、印刷産業に

大きな変革をもたらしつつあり、デ

ジタル技術を核とした情報加工

産業への転換が求められています。

東洋インキグループは、従来から

の印刷機器・システム及び材料をはじめ、デジタル印刷に対

応する先進のハードウェアを提供し、印刷現場の高度化・合

理化に貢献しています。同時に永年にわたり培った印刷ノウ

ハウを活かし、ソフト面のサービスも充実させています。 

東洋インキ独自の分散技術と合

成技術を塗料や粘接着剤など

に活かし、多彩な製品を開発・製

造しています。生活関連製品か

ら先端産業まで幅広い分野に向

けて、時代のニーズを先取りしたさまざまな高分子材料を提

供しており、特に地球環境への負荷低減をテーマとした各

種機能性ポリマーの開発に関しては、各分野から大きな注

目を集めています。 

“色彩のスペシャリスト”として永

年培ってきたノウハウを活かし、

各種顔料や着色剤、複写機用ト

ナーや食用色素など、多彩な製

品を開発・製造しています。近年

では、これら色材に関する合成・応用技術に加えて、新たな

市場に向けた技術開発も推進。超精密分散技術を活かし

て、次世代表示材料である有機ＥＬディスプレイの材料を開

発しました。また、記録テープなどのバックコート材などは、

世界レベルでの高い評価を得ています。 

■印刷インキ 

■グラフィックアーツ関連機器 
　および材料 

■高分子関連材料 

22%
19%

39%

16%

■化成品およびメディア材料 

グラフィック 
アーツ部門 

ケミカル部門 

■その他 4%
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環境憲章・行動指針 

1.

2.

3.

4.

5.

東洋インキグループは創業以来、色彩の開発を通して人々
の生活文化の向上に寄与し、その経営活動の中で常に地
域社会との協調、安全操業、公害の排除、安全製品の提
供及び健康の確保に心掛けてまいりました。  
さらに今後は、「持続可能な発展」の国際原則に基づき、
国内外の法遵守はもとより地球環境保全、省資源、省エネ
ルギーにおいても継続的改善に努め、一層の社会的責務
を果たす努力をしてまいります。 

環境目的 

● 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
● 

 
 
 
● 
 
● 
 
 
● 
 
● 
 
 
 
 
● 
 
● 
 
● 
● 

社員一人ひとりが地域社会の一員として、地球環境
問題を自覚して行動します。 

法規制を遵守し、行政の施策に協力するとともに、地
球規模での環境問題に対応すべく国際的な協調に
努めます。 

製品と環境・安全に関する情報を積極的に提供し、
お得意様、地域社会及び生活者の環境・安全・健康
の向上に協力します。 

生産にあたっては、安全操業と省資源、省エネルギー
に徹し、環境への負荷低減に努めます。 

製品の全ライフサイクルにわたって環境保全と人の健
康に配慮した製品の開発及び提供に努めます。 
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東洋インキの環境マネジメントシステム 

環境方針 
東洋インキは、これからの企業における環境保全活動は、事

業者としての責務を果たす一方で、企業としての環境理念

を明確に示すことが大切であるという考えに立ち、1996年6月

に環境に係わる経営基本方針である「環境憲章」と「行動

指針」を制定しました。 

2000年4月よりスタートした東洋インキ環境マネジメントシステ

ムでは、この「環境憲章」および「行動指針」を、ISO14001で

言う環境方針であると位置づけ、全社員への周知・徹底を

東洋インキグループとして 
●生産拠点及びその地区はISO14001の認証を取得
し、継続的改善を推進する。 
●非生産拠点はISO14001に準じた環境マネジメン
トシステムを確立し、継続的改善を推進する。 
●製品／システム開発部門（技術・研究、販売）は上
記拠点活動とは別にISO14001に準じた環境マネ
ジメントシステムを確立し、LCAを原点とした開発
活動を推進する。 
  
 
 
 
  
環境調和型製品の開発と環境ビジネスの創出を、
LCAを原点として推進する。その結果として、収益
構造の改善、No.1ブランドの確立に寄与する。 

  
労働安全と防災について予防保全のシステムを確
立する。 
産業廃棄物発生量の削減、廃棄物の再資源化及び
省資源を推進し、2005年度を目標に最終埋立量をゼ
ロにするよう努める。 
2010年度までにエネルギー使用量を1990年度に対
し６％削減する。 
環境汚染の未然防止の仕組みをISO14001のシステ
ムで確立する。 
 
  
 
環境・安全・健康に関するリスクコミュニケーションの
充実に努める。 
化学物質の適正な管理を推進する。 
  
法遵守の仕組みを充実する。 
海外の関連会社に、環境マネジメントシステムの導入
を図る。 

1

全社員の環境意識の高揚と、全社員一丸の環境保
全活動を推進する。 

● 



2001年度環境目標 

東洋インキ本体の工場でISO14001の未取得工場は、
2001年度中のキックオフ、2002年度の認証取得を目指す。 
環境ビジネスネットワーク活動を定着させる。 
環境会計において、効果の算出を2000年度分から実施
する。 

生産系の国内関連会社は「東洋インキ環境マネジメント
システム」に準じたシステムを導入し、ISO14001認証取
得の準備に入る。 

● 
 
● 
● 
 

● 

工場管理者層の関連資格取得を推進する。 
工場は従業員教育・啓発を目的に「環境・安全レポート」
を年一回発行する。 
 

グリーン購入、アイドリング・ストップ、3つのR（Reduce、Reuse、
Recycle）の徹底を推進する。 

● 
● 
 
 

● 
 
 
 

2001年度環境テーマを着実に実施し、収益構造の改
善に寄与する。 
 

環境調和型製品及び環境関連テーマを明確にし、あわ
せて環境ラベル制度の導入を図る。 
LCAのデータベースを拡充し、計算実績を蓄積する。 

● 
 
 

● 
 
● 

労働安全リスクアセスメントのシステム化と実施に取り組
む。（富士製造所） 
ゼロエミッションに向けた活動を開始する。（埼玉製造所、
青戸工場） 
省エネ診断を実施し、診断結果に基づき省エネ計画を
立案する。（埼玉製造所） 
また、既に検討済みの省エネ設備の導入を図る。 
 

ダイオキシン類の排出量を排出基準の1/5以下とする。 
●富士製造所：排水経路のリニューアルと製造工程の改善 
●川越製造所：集塵機の更新とダイオキシン類除去設備
設置 
土壌汚染の調査を開始する。 
●川越製造所・青戸工場：地下埋設設備の腐食調査を
実施 

●青戸工場：土壌汚染調査を実施 

＊ 
 
● 
 
● 
 
● 
 
 
 

● 
 
 
 
● 

環境報告書を継続して発行するとともに、ホームページ
の改訂を行う。 
環境ラベル制度を導入する。 

新システムによるPRTR制度の的確な実施を行う。 
新原料審査の見直しを実施する。 
 

● 
 
● 

● 
● 
 

エコロジーセンター/工場の協業で環境法規要求項目
の整備を実施する。 

海外関連会社を含めた環境マネジメントシステムの内
容を検討する。 

● 
 

● 
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図るとともに、それぞれに目的・目標を設定して、実現に向け

た取り組みを推進しています。また、2001年２月に開催された

環境会議では、「環境憲章」と「行動指針」の対象を東洋イ

ンキグループ全体に拡大するなどの変更を行っています。 

 

2001年度は、それぞれのテーマ実施の重点工場を設定し、その工場で具体的成果をあげ、他工場に水平展開する方式
を採用する。 

ここでの「環境目的」と「環境目標」はISO14001の規格に準じたものであ
り、東洋インキでは、環境目的は5年程度の中長期的なもの、環境目標は
単年度の目標と考えています。 
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環境マネジメントシステム 
東洋インキは、1973年に環境改善対策本部を設置して以来、

環境問題に対する取り組みを続けてきました。その後、1990

年には全社環境安全基本規定を制定、1995年には日本レ

スポンシブル・ケア協議会に入会、さらに1996年には「環境

憲章」と「行動指針」を制定するなど、業界の先頭に立って

環境マネジメントシステムの充実を図ってきました。 

この間、環境問題は地球規模に拡大し、「持続可能な発展」

を目指す方向へと大きく変化しています。こうした動きに対

応すべく、当社は1999年4月に本社戦略スタッフとしてエコ

ロジーセンターを設置。同センターを中心に、全部門がより

積極的に環境問題と取り組むために、従来の環境マネジメ

ントシステムを見直し、2000年4月より新たな環境マネジメント

システムをスタートしました。 

2

2001年2月14日、東洋インキ本社において第1回の「環境会議」
が開催されました。この会議では、エコロジーセンター及び各事
業部の2000年度の活動が報告されるとともに、「環境憲章」「行
動指針」の見直し、「環境目的」や「2001年度環境目標」の策定
などが行われました。 

2000年度の環境会議を開催 

経営戦略会議のメンバーと事業部長、事業所長
から構成される環境に関する全社会議です。環
境方針や目的・目標、重要な環境戦略、投資など
の審議を行います。また、エコロジーセンター
や各事業本部・事業部などの環境への取り組み
の進捗報告を行います。 

環境担当役員 

社長 

環境会議 

エコロジーセンター 

環境マネジメントシステムを運用するための専
任組織として、環境戦略の立案、環境方針の達
成のための支援活動を推進します。 



各事業拠点において、環境負荷の低減を目的に、
安全、環境保全、省エネルギー、省資源、廃棄物
削減、リサイクル推進のための具体的な戦略・
施策を検討します。 

環境ビジネスの創出を目的に、各事業部門にお
いて環境調和型製品・サービスの開発促進のた
めの具体的な戦略・施策を検討します。 
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東洋インキの環境マネジメントシステム 

環境支援プロジェクト 

環境拠点ネットワーク 

環境報告書・サイトレポート 

　             　　 環境教育・啓発活動 

　　                     　　グリーン購入・調達 

　　                          　   環境会計 

　　　                         　　LCA 

　　　                         　　PRTR・MSDS 

　　　                       　   ゼロエミッション 

　　                     　  省エネルギー 

　               　 廃棄物管理 

  環境ラベル 

環境ビジネスネットワーク 

専門的な検討を要する環境インフラの整備・改
善について、エコロジーセンターと各部門が連
携して推進します。 
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化学物質の適正管理 3
東洋インキは、“色彩”を核とするファインケミカルメーカーで

あり、事業活動のなかでさまざまな化学物質を取り扱ってい

ます。化学物質は有用性が高い反面、適正な取り扱いを欠

くと、環境・安全・健康にとって有害（ハザード）となる危険性

（リスク）が高く、それらを取り扱う企業には適正に管理する

義務と責任があります。 

このため、東洋インキでは全社統一の管理体制を構築し、

入口（原料）から出口（製品および排出物）までの一貫した

化学物質管理を徹底しています。 

東洋インキでは、化学物質管理の徹底を図るべく、原料・化

学物質データベースを核に、仕入れ先からの原料受け入れ

から、研究、製造、そして製品として取引先に出荷されるま

での一連の流れをトータルに管理できる体制づくりを推進し

ています。 

具体的な管理手法としては、独自の評価基準にもとづく有

害性評価と、システム化によるPRTR（化学物質の排出・移

動登録）の実態把握により、化学物質ごとの環境リスクを評

価。環境への影響の大きさに応じて「使用の禁止」「使用

の制限（条件付き使用）」「適正管理」の３つのランクに分

類し、特に環境への影響が大きいと見なされる有害物質に

ついては削減・撤廃を目指すなどのリスク管理を行っています。 

また、社内外における適正管理の徹底を図るべく、MSDS（製

品安全データシート）による情報開示や、独自の管理マニュ

アル「化学物質管理規定」の制定などを推進するほか、内

分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）についても、適切な対

応を図る努力を続けています。 

さらに、製品出荷の際には、事故時に適切な対応がとれるよ

う「イエローカード」と呼ばれる緊急連絡カードを携行してい

ます。 

（１）東洋インキの目指す化学物質管理 

原料MSDS 製品MSDS

製造 
（生産） 

製品 
（販売） 

製品 
出荷 

取
引
先 

グリーン調達 

製品PRTRシステム 

イエローカード 

工場PRTRシステム 

危険有害性評価 

法規情報 公的機関 

環境ラベル リスク評価 

リスク管理 

原料審査 
環境調和型製品 

・ 化 学 物 質 管 理 規 定  
・ 法 規 へ の 対 応  

（環境取組状況） 
・ISO14001取得 
（EMSへの積極的取組） 
・原料情報公開 

環境アセスメント 

・労働安全衛生 

・環境管理 

届出（自治体） 

排出量削減 

顧客PRTR支援 

・使用の禁止 
・使用の制限（条件付使用） 
・適正管理 

・評価基準 
・登録システム 

・化学物質取扱量把握 
・化学物質排出量把握 ・有害化学物質の削減／代替 

原料・化学物質情報 

原料DB 化学物質DB

仕
入
先 

原料 
（調達） 

原料 
（R&D） 

原料 
受入 



PRTR情報出力見本 

全社管理台帳の管理 申請書の審査 
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東洋インキの環境マネジメントシステム 

2001年４月１日から施行された「特定化学物質の環境への

排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律（特定

化学物質管理法、通称PRTR法）」により、事業者は同法の

対象となる354物質の排出量・廃棄物としての移動量の状

況を把握、報告する義務が生じています。 

当社はこの以前より、化学物質の適正管理に不可欠な

PRTRをいち早く実施しており、化学物質の使用量・排出量

を（社）日本化学工業協会に報告すると同時に、環境負荷

の低減に努めてきました。また、かねてよりPRTR法への対

応を図るためべく、全社統一の管理システムとして、東洋イ

ンキPRTRシステムの構築を推進。2001年４月１日より本格

的な運用を開始しています。 

このシステムは、「工場PRTRシステム」と「製品PRTRシス

テム」から構成されています。「工場PRTRシステム」は、各

工場で取り扱う対象物質について取扱量から大気・水域・

土壌への排出量、廃棄物移動量までの物質収支状況を把

握するためのものです。また「製品PRTRシステム」は、顧

客に販売する製品中に含まれる対象物質の含有量を調査

し、その情報を提供するためのもので、顧客におけるPRTR

の実施を支援する役割を果たします。 

（２）PRTRシステム 

2001年2月に開催された第1回「環境会議」において、環境

ビジネスネットワーク活動の一環として、環境調和型製品の

管理システムの運用開始と、環境ラベルの積極活用が提案

され、まず環境調和型製品の管理システムの運用に関して

社内の基盤を整備し、その実績に基づいて環境ラベルの

使用促進に取り組むことになりました。 

この管理システムは、当社の環境調和型製品を登録制によっ

て全社的に一元管理することで、社外との環境コミュニケー

ションの向上と環境調和型製品の普及を図るものです。 

環境調和型製品の登録に際しては、製品のライフサイクル

のどの段階で環境負荷の低減に寄与しているのかを明確

にした上で、①事業・製品固有の環境基準、②環境負荷の

環境基準（省エネルギー、省資源、有害化学物質、廃棄物

削減、リサイクル性の基準）に基づいて登録が行なわれます。

なお、登録は2001年7月から開始しています。 

（３）環境調和型製品の登録制度 

・処方（製品・調色）データ 
・販売データ 

・原料組成データ 
・製品組成データ 
・PRTRデータ 

ホスト系 

PRTR系 

東洋インキ PRTRシステム 

環境  

対象化学物質 
の排出 

廃棄物として 
移動 

購入先 

購入先 

納入先 

納入先 

自治体 自治体 

工場PRTRシステム 

製品PRTRシステム 

原料 

原料 

成分データ 

成分データ 

工場PRTR 工場PRTR

製品 

製品 

製品PRTR

製品PRTR

物の流れ 

情報の流れ 

【東洋インキPRTRシステム】 

【環境調和型製品管理システムの運用】 

各事業の 
環境管理 
責任者、 
環境担当者 

各事業の 
関係技術部門 
責任者 

エコロジー 
センター 

各事業部長 

環境調和型製品の選定 

環境調和型製品登録申請 審査結果の報告 

申請製品の確認 

各事業管理台帳の管理 

審査結果の確認 

申
請
書 

審
査
結
果 

記
入
済
申
請
書 
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環境会計 

【2000年度の環境会計データ集計結果】 
対象期間：2000年4月1日～2001年3月31日 
（金額単位：百万円・・・百万円以下は切り捨てて表示） 

東洋インキでは、社内での環境対応能力の向上と当社の

環境経営に関する社外とのコミュニケーションの向上を目

的として、1999年度から環境会計を導入し、「2000環境報

告書」で各拠点での環境コストを報告しました。 

環境関係の設備投資と環境コストについては、2000年度も

同様な方法で集計し、集計の結果を1999年度と比較して

差額の内容を確認しました。 

設備投資に関しては、川越製造所の生産廃液処理設備

や冷却水リサイクルの配管などで、416百万円の増加となり

ました。 

環境コスト（経費）の総合計では、1999年度に比べて783

百万円の増加となりましたが、その主な内訳は以下の通り

となります。環境対策の直接コストは、富士工場のダイオキ

シン対策で汚泥処理費や測定委託費などの緊急対策費

用が発生したことにより、210百万円の増加となりました。環

境対策の間接コストは、環境管理費に含まれる各拠点の

環境管理部門の体制強化とPRTR管理システム構築に関

する費用が主な要因となり、254百万円の増加となりました。

研究開発コストは、2000年度分から新たに２事業部門が集

計対象に加わったことなどにより、201百万円の増加となりま

した。また、その他のコストについては、工場間の材料輸送

用通いドラムの購入費用や、社外で利用可能な廃薬品の

輸送コスト、そして中部地区ほかでの売却予定地の土壌

汚染修復費などで、118百万円の増加となりました。 

2000年度から開始した「環境効果」の集計については、取

り組みの初年度として定量的なデータ把握と金額換算が

可能な項目に対象を絞り込んだ結果、過年度の環境報告

書で「環境調和型製品」として紹介した大豆油インキ、ノン

トルエン型及び水性型グラビアインキ、LEOSTEP、非塩ビマー

キングフィルム、生分解性マスターバッチ、土壌汚染の処理

剤の利益と、各拠点での省エネルギー活動の効果を集計

しました。 

来年度は、環境コストと環境効果のデータ集計について、

対象項目の範囲や基準の見直しおよび定義の一層の明

確化などにより、さらに集計精度の向上と内容の充実を図

ります。 

4

分類 2000年度金額 1999年度金額 各経費項目のデータ集計上の定義、対象内容など 

Ⅰ．環境関係の設備投資 

環境関係の設備投資 経済産業省の定義による公害防止設備及び省エネルギー設備 476 60

分類 2000年度金額 1999年度金額 各経費項目のデータ集計上の定義、対象内容など 

Ⅱ．環境コスト 

１． 環境対策の直接コスト 

 ① 公害防止コスト 

 ② 地球環境保全コスト 

 ③ 資源循環コスト 

 小計 

２． 環境対策の間接コスト 

 ① 環境管理費 

 ② その他 

 小計 

３． 研究開発コスト 

 ① 製品開発コスト 

 ② 技術開発コスト 

 小計  

４． その他のコスト 

 小計 

環境コストの合計 

 

大気・水質・土壌汚染防止のための維持改善経費 

温暖化防止・省エネルギー関係設備の維持管理経費 

省資源、廃棄物分別処理・減容化、リサイクル化経費 

  

 

各拠点の環境管理部門及び担当者関係の人件費・経費 

上記①以外の各拠点で発生する経費 

  

 

環境調和型製品開発テーマを特定して関係経費を合計 

環境調和型技術開発テーマを特定して関係経費を合計 

 

610 

 23 

 724 

 1,375 

 

 520 

 7 

 527 

 

 1,042 

 177 

 1,219 

 

 138 

 3,259

 

 550 

 27 

 587 

 1,165 

 

 266 

 7 

 273 

 

 630 

 388 

 1,018 

 

 20 

 2,476

各拠点の公害対策などの設備・運転・維持・管理コスト 

各拠点の環境管理費、社員教育費、コンサルタント料、ISO取得・維持費用など 

全社の研究所・事業部の環境テーマ関係の人件費・諸経費など 

産業廃棄物リサイクル・容器リユースの費用、土壌汚染修復費など 

分類 2000年度金額 1999年度金額 各経費項目のデータ集計上の定義、対象内容など 

Ⅲ．環境効果 

１． 省エネルギー 

２． 環境ビジネス 

環境効果の合計 

全社・各拠点での省エネルギー活動の効果の合計を金額に換算 

過年度の環境報告書に紹介した環境調和型製品の利益*の合計 

54 

 566 

 620

－ 

－ 

－ 

内
訳 

内
訳 

内
訳 

＊環境調和型製品の売上高に営業利益率を乗じた金額を計上 
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東洋インキの環境マネジメントシステム 

法規及びその他の要求事項への対応 
東洋インキでは、環境に関連して当社が適用を受ける法規

等に関しては、それを特定して管理しています。また、最新

の情報を官報等にて確認し、新たな適用に関して直ちに対

応できる仕組みを整えています。さらに、海外の法規等につ

いても、同様な管理を行っています。 

さらに法規制だけでなく、環境に関連して地方自治体条例

や、当社が加盟する業界団体の環境に関する規範の遵守

を約束しています。特に、印刷インキ工業連合会が定めた「食

品包装材料用印刷インキに関する自主規制（NL規制）」に

関しては、内容食品の衛生的安全性を保持するため、これ

を厳しく遵守しています。また、プラスチック成形品用の着

色剤に関しては、ポリオレフィン等衛生協議会の自主規制

基準ポジティブリスト（PL）を遵守し、食品容器等への展開

を図っています。 

5

レスポンシブル・ケア活動 
東洋インキは1995年4月、日本レスポンシブル・ケア協議会が

発足したのを機に、この趣旨に賛同し、社長宣誓のもとに入

会して、積極的にレスポンシブル・ケア活動に取り組んできま

した。 

現在、同協議会の定める原則、基準、方針に従って、環境

保全や労働安全に関する長期計画や年次計画を立案し

て実行しており、その成果を「レスポンシブル・ケア実施報告

書／計画書」として、同協議会に報告しています。 

また、「レスポンシブル・ケア内部監査の指針」に基づき、国

内の関係会社を含めた主要な事業所については年1回の

内部監査を実施しています。監査で指摘された是正事項

については改善を促し、次回の監査で是正内容を確認し

ています。また、内部監査の結果の概要も「レスポンシブル・

ケア実施報告書」として同協議会に報告しています。 

6

レスポンシブル・ケア活動とは 

化学物質を製造し、または取り扱う業者が、自己決定・自
己責任の原則に基づき、化学物質の開発から製造、流
通、使用、消費を経て廃棄に至る全ライフサイクルにわたっ
て、「環境・安全」を確保することを経営方針において
公約し、環境・安全・健康面の対策を実行し改善を図っ
ていく自主管理活動です。 
レスポンシブル・ケアは、1984年にカナダ化学品生産者
協会によって提唱され、その後、先進国を中心に世界主
要化学企業で導入される
に至りました。日本では、（社）
日本化学工業協会が中心
になって、1995年に「日本
レスポンシブル・ケア協議会」
が設立され、現在109社
（2001年9月現在）の会員
企業がレスポンシブル・ケ
ア活動に取り組んでいます。 

内部監査 
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ISO14001の認証取得 

【東洋インキ国内事業所のISO14001認証取得状況】 

東洋インキグループでは、環境マネジメントシステムの確立と

継続的改善のため、生産拠点を中心にISO14001の認証

取得を推進しています。2001年5月までに、東洋インキ本体

及び国内の関係会社のうち5事業所が認証を取得しました。

また、海外では5事業所で認証を取得しています。 

現在は、守山製造所と富士製造所において、認証取得及

び認証範囲の拡大を計画しています。ISO14001の認証を

取得していない東洋インキ本体の工場については、2001年

度中のキックオフ、2002年度の認証取得を目指すことを環

境目標に掲げています。 

ISO14001は企業の環境負荷低減の継続的な取り組みに

有効な仕組みですが、その一方で、大手企業が仕入先に

認証取得を要請したり、自治体が入札の優先条件に認証

取得をあげるなど、営業面での効果も無視できなくなってい

ます。このような状況を踏まえ、東洋インキでは、ISO14001の

認証取得を目指すユーザーに対しての協力も行っています。 

7

事業所名 取得年月日 審査登録機関 
川越製造所 

富士製造所 

川越製造所（着色生産部拡大） 

埼玉製造所 

JET 

JQA 

JET 

JICQA

1997年02月21日 

1997年04月21日 

2001年04月01日 

2001年05月24日 

【東洋インキグループ国内関係会社のISO14001認証取得状況】 
事業所名 取得年月日 審査登録機関 
東洋ペトロライト（株） 

東洋モートン（株） 
JICQA 

JICQA

2001年01月30日 

2001年04月26日 

【東洋インキグループ海外関係会社のISO14001認証取得状況】 
事業所名 取得年月日 審査登録機関 
フランカラー・ピグメンツ（株）ビラサンポール工場 

フランカラー・ピグメンツ（株）ワッセル工場 

トーヨーケム・インキ（株） 

天津東洋油墨有限公司 

ライオケム（株） 

AFAQ 

AFAQ 

SGS 

CCMES 

Deloitte & Touche

1997年07月08日 

1998年04月28日 

1999年12月01日 

1999年12月07日 

2000年03月23日 

ISO14001とは 

審査登録証 

ISO14001は、1996年9月に国際標準化機構（ISO）より
発行された、環境管理の国際規格です。企業が事業
活動による環境への負荷の低減を目指して構築した環
境マネジメントシステムについて、第三者機関による審査・
登録や内部監査の要求事項を定めたものです。 
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東洋インキの環境マネジメントシステム 

（１）グリーン購入 

グリーン購入等の活動 
東洋インキの環境保全活動は、かつては工場における生産

活動を中心に行われてきましたが、1999年9月からはそれら

に加えて「グリーン購入」「アイドリング・ストップ」「３つのＲの

徹底」を展開し、全社一丸となっての環境保全活動を推進

しています。 

8

商品やサービスを購入する際に、価格や品質だけでなく、

環境への負荷ができるだけ小さいものを優先的に購入す

ることを「グリーン購入」といいます。2001年4月には、「国等

による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン

購入法）」が施行され、国の機関に対して環境負荷の低減

に資する物品の購入が義務付けられました。 

東洋インキでは、1999年9月から、このグリーン購入を本社の

ある京橋地区を皮切りに展開しています。文具、コピー用紙、

社用封筒などのオフィス用品はもちろん、作業着についても

PETボトルの再生繊維を用いたエコマーク付きの製品の

導入を進めるなど、各事業所で積極的に展開しています。 

特に京橋地区での取り組みは確かな評価をいただいており、

2000年5月にはグリーン購入ネットワーク（GPN）より第3回グ

リーン購入大賞の優良賞を受賞しています。 

（２）アイドリング・ストップ 

アイドリング・ストップとは、不必要なアイドリング（車が動いて

いないのにエンジンが回転している状態）を止めることで、

これによって燃料の消費を抑えることができます。 

東洋インキでは、営業車を中心にアイドリング・ストップの徹

底を推進しており、パンフレット『推進しますアイドリング・ストッ

プ』を配布するとともに、『アイドリング・ストップ運動実施中』

のステッカーを貼付しています。ステッカーの貼付は物流部

門の関連会社であるロジコネット（株）、さらには専属の物流

業者にも広がっています。 

（３）3つのRの徹底 

通産省の産業構造審議会は、1999年7月に発表した『循環

型経済システムの構築に向けて』という報告書の中で、

Reduce（廃棄物の発生抑制）、Reuse（製品、部品の再使

用）、Recycle（再資源化）の「３つのＲ」を提唱しています。

東洋インキでは、これをゴミの減量とリサイクルの観点で具

体化し、以下の3つの活動を展開しています。 

●コピー用紙の裏面利用 
使用済みのコピー用紙の裏面に再度印字することにより、用

紙の使用量の削減を目指しています。 

●紙の分別の徹底 
コピー機の脇に3色に色分けされたリサイクルボックスを設置し、

紙の分別回収の徹底を図っています。 

●PETボトルの回収 
本社の各フロアに回収ボックスを設置して、PETボトルの自主

回収を行っています。回収されたPETボトルは専門業者によっ

てペレットに加工され、再利用されています。 

グリーン購入大賞の 
表彰式 

3色に色分けされた 
リサイクルボックス 

PETボトルの回収ボックス 

東洋インキのエコマーク 
付きの作業着 

ロジコネット（株）での 
取り組み 
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従業員への教育・啓発活動 

（１）環境教育 

東洋インキでは、環境への取り組みを効果的なものにする

ためには、社員一人ひとりの環境問題への意識の高さや正

しい理解が不可欠であると考えています。このため、全従

業員を対象に、次のような教育・啓発活動を行っています。 

9

東洋インキでは、社員一人ひとりの環境問題及びその改善

に対する意識を高めるために、主として自社の環境への取

り組みや、自社製品の環境対応促進等の理解をテーマとし

た環境教育を実施しています。また、各工場での環境マネ

ジメントシステム（ISO14001）運用を促進するために、社内

環境監査員を育成するとともに、新入社員への研修活動の

一環として環境教育を実施。さらに、当社の環境への取り

組みをお客様に一層理解していただくための営業担当者

への教育なども進めています。 

今後は全社員への環境教育の徹底を図るため、階層別、

機能部門別に教育目的を明確にして活動を進めていきます。 

（３）サイトレポート 

2001年度の環境目標では、東洋インキグループの工場にお

いて、従業員の教育・啓発活動を目的に、環境、労働安全、

防災などへの取り組みを盛り込んだサイトレポートを発行す

ることを定めています。これを受けて、関係会社を含めた各

工場では、サイトレポートの発行を進めており、工場の従業

員に配布されています。 

（２）啓発活動 

サイトレポート 

社内報のグリーンページ 

東洋インキでは、社内報に環境問題についての社会の動

向と社内の活動等を紹介する「グリーンページ」を設け、従

業員の環境保全活動に役立つ情報を定期的に提供して

います。 

2000年7月号からは、紙面を大幅にリニューアルし、ゼロ・エ

ミッションや拡大生産者責任、環境ラベルなど、環境問題に

対する社会の動きとともに、それらに対する東洋インキの取

り組みを掲載することで、環境対策に関する従業員の理解

を深めています。合わせて各事業所での環境対策の現状や、

環境先進企業での取り組みなどを掲載し、さまざまな角度

からの意識向上を図っています。 

また、これとは別に、社内のイントラネットに「エコロジセンター・

フォーラム」を開設し、環境問題に関する新聞記事の要約

や東洋インキPRTRシステム、廃棄物に関する情報などを

発信して、継続的な啓発活動を実施しています。さらに「オ

フセット技術部のホームページ」においても、オフセットインキ

を中心にした環境情報の発信を行っています。 
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東洋インキの環境マネジメントシステム 

環境コミュニケーション 
東洋インキは、「行動指針」の中で製品と環境・安全に関す

る情報を積極的に提供することを謳っており、さまざまな形

で環境を軸としたコミュニケーション活動を行っています。 

10

（２）環境広告・展示会 

東洋インキでは、環境への取り組みや考え方を広く理解し

ていただくために、『日経エコロジー』誌に広告を掲載し、社

内外から大きな反響をいただきました。 

また、「日経BP環境経営フォーラム」に当初から参画し、当フォー

ラムの一員として「2000NEW環境展」（5/30～6/2：東京、

9/4～7：大阪）、「ウェステック2000」（11/28～12/1：幕張）、

「エコプロダクツ2000」（12/14～16：東京）などの展示会に

出展しました。この他にも、凸版印刷株式会社の主催する「環

境コミュニケーション展2000」（10/30～12/20：トッパン小石

川ビル）など各種の展示会において環境への取り組みをア

ピールしています。 

（３）地域社会との交流 

東洋インキでは、環境マネジメントシステムを全事業所に適

用していますが、これと並行して、各事業所独自に地域社

会に密着した活動を行っています。なかでも各工場では、

事業活動を円滑に行うには周辺地域の理解と協力が不可

欠という考えに基づき、工場内での環境負荷低減に止まらず、

地域における環境保全活動にも積極的に参加しています。

今後も「地域社会との共存共栄」を目指して、活発な交流

活動を行ってまいります。 

（１）環境報告書の作成・配布 

東洋インキでは、1999年から環境への取り組み状況を開示

するために「環境報告書」を作成し、配布しています。2000

年12月に発行した「2000環境報告書」は、東洋経済新報

社とグリーンリポーティング・フォーラム共催の「第4回環境

報告書賞」の優良賞を受賞しました。 
●富士製造所、青戸工場、西神工場などで工場見学を実施 
当社の各工場では、環境に配慮したモノづくりを行っているこ
とを近隣住民の方 に々理解していただくため、工場見学を積
極的に受け入れています。なかでも注力しているのが、地域
の将来を担う子供たちとの交流であり、小・中・高校生を対象
とした工場見学会が各工場で実施されています。 

環境報告書賞表彰式 

日経エコロジー広告 

青戸工場の工場見学 

●油小路美化運動（マツイカガク） 
京都市では「散乱ゴミのない、美しい町・京都」の実現をめざ
し、2000年３月から市内12ヶ所の活動を組織化し、そのひとつ
として、マツイカガク西側のメインストリートである油小路通りを
対象とした「高度集積地区・整備推進協議会」を設立しました。
マツイカガクでは、同協議会の企画する美化運動に参加し、
当初は安全衛生担当者が、７月からは管理職が参加し、2001
年４月からは全社員が順番に参加しています。 

 美化活動参加風景 

●平成12年度廃棄物管理責任者講習会で講演（青戸工場） 
2001年2月9日、葛飾区総合庁舎で開催された東京都主催の
「平成12年度廃棄物管理責任者講習会」において、「青戸
工場の産業廃棄物削減への取り組み」と題する講演を行い
ました。この中で、青戸工場が進めている「場内マニフェスト
制度」やエコステーションの開設などの事例を紹介しました。 ウェステック2000
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東洋インキの環境負荷とその低減 

生産活動にともなう環境負荷 
下の図は、2000年度の東洋インキ本体の製品生産における

環境負荷を、物質フローの形で表したもので、生産にともなう

INPUT（原料、副資材、エネルギー）と環境へのOUTPUT

（CO2、排水、廃棄物、環境汚染物質、化学物質）の全体像

を示しました。 

生産段階では、174,614トンの生産量に対して、原料を209,172

トン、ドラム缶等の副資材を10,837トン、そして、電力（10,351

万KWH）をはじめとするエネルギーを投入しています。一方、

環境へのOUTPUTとして、エネルギーの使用によって発生

するCO2を22,404トン、廃棄物を19,732トン、排水を300万m3

排出しており、さらにNOx、SOx等の環境汚染物質や化学

物質も排出しています。 

東洋インキでは、生産活動にともなう環境負荷を低減するた

めに、環境へのOUTPUTに止まらず、INPUTについても

削減のための努力を行っています。関係会社も含めた環境

負荷低減への取り組みについては、Ｐ24以降でご説明します。 

環境負荷は、製品の生産段階だけでなく、物流や使用の段

階でも発生します。東洋インキでは、これらの環境負荷につ

いても定量化と低減に向けた努力を行っています。 

1

INPUT

生産 

原料 
　 溶剤 

　 樹脂 

　 顔料 

　 その他 

　 合計 

 
　 製品生産数量　     174,614トン 

副資材 
　 ドラム缶 

　 5ガロン缶 

　 他の金属缶など 

　 合計 

 

エネルギー 
　 電力  

　 A重油  

　 LPG  

　 都市ガス  

　 用水  

54,387トン 

60,223トン 

25,760トン 

68,802トン 

209,172トン 

5,826トン 

2,986トン 

2,025トン 

10,837トン 

 

10,351 

12,581 

1,995 

1,087 

356

万KWH 

KL 

トン 

トン 

万m3
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OUTPUT

CO2 
　 CO2（エネルギー由来） 22,404トン 

排水 
　 排水 　　300万m3

廃棄物 
　 廃棄物 19,732トン 

　 最終処分量   1,571トン 

環境汚染物質 
　 NOx  

　 SOx  

　 ばいじん  

　 COD  

化学物質 
　 化学物質 121.4トン 

38.1トン 

15.2トン 

2.5トン 

110.0トン 

※ここでの化学物質とは、PRTR
法の第一種指定物質及び日化
協の指定物質をいいます。 

※ 
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環境負荷の低減への取り組み 

【エネルギー使用量と原単位の推移】 

二酸化炭素（CO2）、メタン、亜酸化窒素などの温室効果ガ

スは、地球規模の気候変動をもたらす地球温暖化の原因

物質として、その排出削減が求められています。1997年12

月に開催された地球温暖化防止京都会議（COP3）におい

て、参加各国の間で削減目標が決定されました。これを受

けて、国内でも法律や制度の整備が進められ、1998年10月

には「地球温暖化対策の推進に関する法律」が成立し、

1999年4月の同法施行に合わせて「地球温暖化対策に関

する基本方針」が閣議決定されました。1999年４月には、同

時に省エネルギー対策強化策のひとつとして、改正省エネ

ルギー法（「エネルギーの使用の合理化に関する法律」）も

施行されました。 

温室効果ガスのなかでも、温暖化の主たる原因とされてい

るのがCO2です。東洋インキにおいても、生産活動に伴って

排出される温室効果ガスのほとんどがCO2であり、その発

生源は工場で使用するエネルギー（電気、重油、ガス等）が

主体となっています。 

（１）エネルギー使用量及びCO2発生量の削減 
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エネルギー使用量：（KL） 原単位：（L/トン） 

：エネルギー使用量 

：エネルギー原単位 

：関係会社のエネルギー使用量 

90

37,100 37,875

192 194 198 197
218

236 242
253 262 259 253

4,917

91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

38,265
36,169

37,620
39,084

42,613
43,350

42,153 42,211
44,262

化学メーカーである東洋インキは、事業活動において環境に

さまざまな影響を及ぼしています。このため、環境への影響

を的確に把握した上で、可能な限りその低減を図ることが、

経営上の最重要課題であると考えています。 

こうした自覚に基づき、当社では省エネルギーの推進や生

産活動にともなう環境汚染物質、廃棄物の削減はもちろん、

環境への影響が懸念される化学物質の排出削減にも注力

するなど、環境と調和した事業活動の実践に向けて、さまざ

まな取り組みを行っています。 

東洋インキでは、この温室効果ガスの排出を削減するため、

各工場を中心にエネルギー使用量の削減に取り組んできま

した。2000年度の東洋インキのエネルギー使用量は44,262

キロリットル（原油換算）で、前年度より4.9％増加しています。

これは製品生産数量が7.4％増加した*ことと、一部の工場

において製品構成で原単位の高い製品が伸びたことによ

るものと考えられますが、製品生産数量を分母とした原単

位では前年度より2.3％減少しています。今後は、生産設備

の改善や生産工程における効率の向上、さらにはコージェ

ネレーションシステムの導入や生産拠点の整備などによって、



環境報告書2001● 25

東洋インキの環境負荷とその低減 

東洋インキにおけるエネルギーの使用に伴うCO2発生量（炭

素換算）は、2000年度では、買電を含めると22,404トン、買電

を除くと11,639トンで、それぞれ前年度より6.0％、8.9％増加

しており、エネルギー使用量の増加が反映された形となっ

ています。また、関係会社におけるCO2発生量は、買電を含

めると2,375トン、買電を除くと967トンでした。 

なお、「2000環境報告書」において、1999年度のCO2発生

量を26,015トン（含買電）、11,347トン（除買電）として報告し

ましたが、これには各工場で排出される廃棄物のうち、外部

も含めた焼却に由来するCO2発生量を含めて計算したも

のです。しかし、この環境報告書においては、エネルギーの

使用に伴うCO2発生量のみを表記しました。これは、（社）

経済団体連合会がCOP3を受けた自主行動計画において

目標に定めているCO2の排出量をエネルギー使用に基づく

ものとしていることと、東洋インキにおけるこれまでのCO2発

生量の推移を明確にするためです。 

ちなみに、廃棄物の焼却に伴うCO2発生量*は、東洋インキ

で4,265トン、関係会社で871トンでした。 

 

＊廃棄物を廃プラスチック・廃油類と紙くず類に大別し、そ

れぞれ1トンを焼却した際に発生するCO2量を700Kg（炭

素換算）、450Kg（同）としました。焼却は事業所内に限

定せず、外部におけるものも含め、再資源化や熱回収の

ために焼却した場合も発生量に計上しました。 

【CO2発生量（炭素換算）の推移】 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（トン） 

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

：CO2発生量（含買電） 

：CO2発生量（除買電） 

：関係会社のCO2発生量（含買電） 

：関係会社のCO2発生量（除買電） 

20,004 19,988

11,002 10,993 11,016
10,042 9,908 9,989

10,574 10,764
10,209

10,685
11,639

2,375

967

20,062

18,785
19,442 19,645

20,948
21,606

20,927 21,143

22,404

※エネルギー使用量及びCO2発生量は、日本化学工業協会／日本レスポンシブル・ケア協議会の『レスポンシブル・ケアパフォーマンス指標管理
の作成指針』に基づき、各工場で使用した電気、A重油、LPG、都市ガス等の量を原油及びCO2量（炭素換算）に換算し、集計したものです。 

エネルギー使用量そのものの削減に努め、2010年度には

1990年度に比べて6％の削減を目指します。 

なお、国内関係会社の生産に伴うエネルギー使用量は、

2000年度は4,917キロリットルであり、東洋インキグループ全

体では49,179キロリットルのエネルギーを使用したことになり

ます。関係会社においても、東洋インキ同様エネルギー使用

量の削減に努力しています。 

 

＊製品生産数量： 

163千トン（1999年度）→175千トン（2000年度） 
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【廃棄物の再資源化量及び最終処分量の推移】 

現在、廃棄物の排出量の高水準での推移、最終処分場の

残余容量のひっ迫、不法投棄等の不適正処理の増大など、

廃棄物をめぐるさまざまな問題が指摘されています。これら

の問題に対応するため、「循環型社会形成推進基本法」

の制定や「廃棄物処理法」の改正、リサイクルの推進に係

る諸法の制定などの対応が図られています。 

2001年5月には、環境省から「廃棄物の減量その他その適

正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ための基本的な方針*」が公表され、その中で一般廃棄物

及び産業廃棄物の減量化の目標量が示されています。 

東洋インキでも、廃棄物を環境負荷の重要な要素と考え、そ

の減量化に取り組んできました。2000年度における東洋イ

ンキ及び国内関係会社の廃棄物発生量はそれぞれ19,732

トン、4,462トンで、前年度と比べて東洋インキでは3.2％増加

しましたが、関係会社では9.5％減少しました。 

 

＊産業廃棄物については、現状（平成9年度）に対し、平成

22年度において排出量の増加を約12％に抑制し、再生

利用量を約41％から約47％に増加させるとともに、最終

処分量をおおむね半分（16％→7％）に削減する。 

東洋インキの2000年度の廃棄物の再資源化量は7,827トンで、

前年度に比べて38％増加しました。また、最終処分量は

1,571トンで、前年度に比べて11％減少しました。関係会社

を含めた東洋インキグループ全体の再資源化量及び最終

処分量はそれぞれ10,760トン、1,744トンで、廃棄物発生量に

対する再資源化率は44％、最終処分率は7％でした。 

東洋インキグループ全体の廃棄物の種類ごとの再資源化

率を前年度と比較すると、ほとんどの種類の廃棄物で再資

源化率が上昇しましたが、2000年度に発生量が大幅に増

大した廃溶剤／廃インキについては、再資源化率が半減し

ています。 

東洋インキでは、2001年2月の「環境会議」において環境目

的を見直し、これまでの「最終処分量を2010年度に1998年

度の50％に削減する」という目標を、「2005年度をメドに最
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【廃棄物の種類ごとの再資源化率】 
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東洋インキの環境負荷とその低減 

終処分量をゼロにするように努める」と改めました。これを受

けて現在、新たな再資源化のルートを確立していますが、何

よりも廃棄物の発生量そのものの削減が不可欠であると考

えています。今後は、廃棄物発生量の削減目標を明確にし

た上で、それに向けた取り組みを強化する予定です。 

東洋インキでは、窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、

ばいじん、化学的酸素要求量（COD）など、生産活動に伴っ

て大気や水に排出される環境汚染物質について、その排

出量を把握し、削減に努めています。 

2000年度の排出量は、SOxとCODについてはほぼ横ばい

に推移し、ばいじんは前年度に比べて11％削減されました

が、NOxについては41％増という結果となりました。原単位

で前年度と比較すると、SOx、ばいじん、CODについては改

善が見られますが、NOxについては排出量と同様、大幅に

増加しています。NOxの排出量の増加については、その要

因を明らかにすると同時に、NOxを含めた全ての環境汚染

物質について排出量の抑制に努力します。 

なお、関係会社を含めた東洋インキグループ全体の排出量

は、NOx：39.6トン、SOx：17.7トン、ばいじん：2.60トン、COD：

111トンでした。 

【主な環境汚染物質の排出量の推移】 
○窒素酸化物（NOx） ○硫黄酸化物（SOx） 

○ばいじん ○化学的酸素要求量（COD） 

：NOx排出量 ：関係会社のNOx排出量 

：ばいじん排出量 ：関係会社のばいじん排出量 

：SOx排出量 ：関係会社のSOx排出量 

：COD排出量 ：関係会社のCOD排出量 

※廃棄物の再資源化量・最終処分量及び環境汚染物質の排出量は、（社）日本化学工業協会／日本レスポンシブル・ケア協議会の『レスポンシ
ブル・ケアパフォーマンス指標管理の作成指針』に基づき、各工場での値を集計したものです。 

（３）環境汚染物質の排出量の削減 
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【化学物質の排出量の推移（PRTR法の第一種指定物質及び日化協の指定物質）】 

PRTR（Pollutant Release and Transfer Register：環境

汚染物質排出・移動登録）は、企業が使用・排出している

化学物質の量を事業所ごとに調べ、行政に報告し、行政側

が公表する制度です。1999年7月に「特定化学物質の環

境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する

法律」（PRTR法）が制定され、2001年度から排出量等の

把握が、2002年度からは届け出が開始されます。 

東洋インキでは、PRTR法の制定以前から自主的にPRTR

に取り組み、各工場で使用・排出している化学物質について、

環境汚染が懸念される物質に関する年間の使用量・排出

量を（社）日本化学工業協会に報告しています。また、2000

年度からはPRTR法に対応したシステム作りを進めています。 

当社が環境中に排出する化学物質は、製品の製造時に溶

剤として使用する揮発性の有機化合物が大部分を占めて

います。2000年度の東洋インキにおける化学物質の排出

量は220.1トンで、製品の水性化の進展にともなって前年度

の341.5トンに比べて121.4トン、36％の大幅な減少となりまし

た。今後は、これらの有機化合物の回収を徹底することによっ

て、化学物質の排出量のさらなる削減を目指します。 

なお、関係会社における2000年度の化学物質の排出量は

18.1トンでした。 

（１）PRTR

（２）MSDS
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※「2000環境報告書」において、1998年度及び1999年度の化学物
質の排出量として示したデータは、1997年度及び1998年度の値で
した。従いまして、これまでのデータとの連続性を保つ目的で、この
環境報告書では1998年度～2000年度のデータを記載します。 

※関係会社の化学物質の排出量は、オリエンタル化成、マツイカガク
及び日本ポリマー工業が集計したものを合計した値です。東洋モー
トンに関しては2000年度のデータは未集計であり、東洋ペトロライト
に関してはPRTR法第一種指定化学物質の年間取扱量が、届け
出が必要な量を下回っています。 
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東洋インキでは、化学物質の適正管理を図るため、製品に

関する情報を記載したMSDS（Material Safety Data Sheet：

化学物質等安全データシート）を、製品開発・販売のつど新

規に作成し、定期的に見直し・改訂を行っています。これら

は製品をユーザーに提供する際に交付され、取扱者が環

境と健康の保護及び作業上の安全に関して必要な措置を

取る上で重要な資料となります。 

前述のPRTR法においては、PRTRの対象となる化学物質

を1％以上含む製品について、MSDSの提供が義務付けら

れました。これに対応して当社でもMSDSの整備を進めて

おり、整備率（MSDSの発行が必要と自社で判断した製品

（群）数に対する実際に発行された製品（群）数の割合）は

ほぼ100％に達しています。また、MSDSの配布については、

特に代理店経由での納入や、ひとつの製品が多数のユーザー

に納められる場合に配布率が低くなる場合があり、今後は

これらの製品を中心に配布の徹底を図る予定です。 

化学物質の適正管理への取り組み 3
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東洋インキの環境負荷とその低減 

2000年度の環境事故としては、漏洩事故が２件、土壌汚染

事故が１件、産廃処理業者による不法投棄が１件発生しま

した。 

 

富士工場ダイオキシン流出事故 
富士工場では、公共排水路に流している事業所排水の中に、

2001年１月から適用されるダイオキシン類対策特別措置法

の排出基準（50pg-TEQ/L）の22倍に当たるダイオキシン
類が含まれていることが2000年６月に判明しました。問題発

生の経緯については、「2000環境報告書」で詳細に報告

いたしましたので、ここでは省略します。 

同工場では、事故後に設置されたプロジェクトを中心に再

発防止およびダイオキシン低減のため、①環境安全対策室

の設置と機能強化、②ダイオキシンの発生と蓄積の原因となっ

ていた焼却炉の即刻停止、③ダイオキシンのほとんどが吸

着している排水中の縣濁物質の捕集効率改善、④沈殿し

ない縣濁物質を捕集する濾過装置の導入、⑤ダイオキシン

の生成に繋がる可能性のある原料等の取扱管理の強化、

⑥発生メカニズムの解明、⑦縣濁物質の増加に繋がる洗

浄時の流出顔料分の削減といった対策が検討されました。 

その結果、末端排水のダイオキシン量は減少し、富士市が

実施した水質調査、並びに2001年２月に経済産業省、環境

省、静岡県庁の現地立ち入り調査の結果において、2003

年以降に適用される排出基準（10pg-TEQ/L）はもちろん
のこと、「2000環境報告書」で表明した自主基準（5pg-TEQ/L）
もクリアしていることが確認されました。 

東洋インキでは、今後もさらなる低減のために努力を続けて

まいります。 

 

 

 

 

 

2000年度、国内の東洋インキグループが環境問題に関連し

て処罰を受けた事例はありません。 

 

運送車輌横転による漏洩事故 
2000年4月、東洋インキの孫請の運送車輌が高速道路を走

行中、合流路から入ってきた車両の追突によって横転する

事故が発生し、積んでいたドラム缶から新聞インキ約200ｇ

が路上に漏洩しました。この漏洩による環境への影響はあ

りませんでした。 

 

旧中部支社用地の土壌汚染 
昭和39年より中部支社の用地として使用してきた愛知県西

春日井郡豊山町の土地を売却するに際し、土壌汚染の調

査を行った結果、用地の一部で六価クロム、砒素、及びカド

ミウムが溶出量基準値または含有量参考値を越えているこ

とが明らかになりました。これに対し、東洋インキでは約

210m3の汚染土壌を掘削除去して、管理型産業廃棄物処

分場に埋立処分し、汚染土壌処理が適切に実施されたこ

とを確認した上で売却しました。 

 

外部委託業者による産業廃棄物不法投棄 
2000年5月、東洋インキが産業廃棄物の処理を委託してい

た処分業者が不法投棄で摘発されるという事件が発生し

ました。東洋インキでは、行政からの求めに応じて、産業廃

棄物管理票（マニフェスト）の提示などを行いました。 

この事件や循環型社会形成推進基本法の成立、廃棄物

処理法の改正を受け、東洋インキでは廃棄物管理体制の

強化を進めています。具体的には、廃棄物処理業者との委

託契約書を見直し、契約書に不備がある場合には再度契

約書を締結するなどの処置を行っています。また、産業廃

棄物処理業者選定のためのチェックリストを作成して現地

確認を行うなどして、排出事業者としての責任を果たせるよ

う努力しています。 

 

 

 

 

（１）環境事故 

（２）処罰事例 

環境事故・処罰事例 4
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環境調和型製品の開発 

グラビアインキは、包装に機能性・美粧性などを付与する目

的で、主にプラスチックフィルムや紙に印刷されるインキです。

食品包装を中心に需要を伸長してきましたので、安全衛生

性が求められるのはもちろん、環境負荷の低減にも企業を

挙げて努力してきました。 

有機溶剤を多量に使用しているグラビアインキの環境問題

は、①炭化水素類の排出や悪臭などの大気汚染問題、作

業環境などの労働安全衛生問題など印刷工程の問題と、

②食品包装材料としての安全衛生性、リサイクル問題など

製品使用時・使用後の問題に大別されます。特に安全衛

生面では、印刷物に残る残留溶剤の低減要求が厳しくなっ

ており、なかでも「トルエン」は、ポリオレフィン系フィルム（OPP）

に残留しやすいことから危惧されています。こうした有機溶

剤に関する法規制としては、大気汚染防止法、悪臭防止法、

労働安全衛生法、消防法、PRTR法などがあり、当社もこれ

らに準拠した製品仕様を確立しています。 

現在、グラビアインキの環境調和型製品としては、トルエンを

溶剤として使わない「ノントルエン型」と水を主体とした「水

性型」の2種類のグラビアインキが開発され、普及しています。

今後、食品包装分野を中心として、ノントルエン型が急速に

伸長することが予想されます。水性型も一部実用化の動き

が出始めていますが、設備的な面、コスト面への対応など、

さらに実現に向けた開発が必要です。 

●ノントルエン型グラビアインキ 
当社のノントルエン型グラビアインキは、トルエン型に匹敵す

るインキ性能および印刷適性をもち、しかも現行設備で印刷

できることから、市場ニーズに適合しており、急速にノントル

エン型への切り替えが行われています。 

主なノントルエン型グラビアインキ製品として、用途別に次の

ような品揃えがあります。 

●水性型グラビアインキ 
グラビアインキの水性化は、食品包装材料に残留する有機

溶剤を低減でき、各種法規制に適応する上で非常に有効

な手段です。現在、紙・紙器分野での実用化は着実に進展

しています。一方、軟包装分野においては全ての用途を水

性型でカバーすることは現在困難でありますが、アルコール

を併用した水性型グラビアインキが、総合的に見て最も実現

可能な環境対応策となるため、その実現に向けて関連業

者の間で活発な研究開発が進められ、一部実用化の動き

が出始めています。 

主な水性グラビアインキ製品として、用途別に次のような品

揃えがあります。 

グラビアインキの環境調和型製品 1

【ノントルエン型グラビアインキ製品】 

用途 製品名 対象 
プラスチック表刷用 

 

プラスチック裏刷用 

 

スチレン用 

 

 

紙用 

スナック、菓子パン、米菓子 

スナック、菓子パン、米菓子 

スナック用からハイレトルト

分野（ラミネート包装材用） 

ラベル用 

ラミネート用 

表刷用 

一般包装紙、麺蓋材、 

紙器用 

耐熱用（コルゲーター用途等） 

カップ用汎用 

液体容器用 

エコフェース 

PANNECO 

NEWファイン 

 

スチレンLAB 

スチレンPAC 

スチレンOM 

エコカラー 

 

エコカラーHR 

エコカップ 

UP-TOP

東洋インキでは、フアインケミカルメーカーとしての立場から

循環型社会の構築に貢献するために、さまざまな環境調

和型製品を提供してきました。 

今後も、より環境負荷の少ない製品を生み出すための研

究開発に注力し、業界のリーディングカンパニーとしての役

割を果たしてまいります。 

今回の環境報告書では、現時点での代表的な環境調和

型製品および開発品を紹介するとともに、合わせて製品の

環境負荷を可能な限り定量的に把握するための手法であ

るLCA（ライフサイクルアセスメント）への取り組みについ

てご紹介します。 

製品に関するお問い合わせ先 
東洋インキ製造株式会社コンタクトデスク　0120-84-7400

包装用グラビアインキを用いた製品 
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【リキッドインキ（グラビア・フレキソ）における 
  環境調和型製品の割合】 

【包装分野における環境調和型製品の割合】 今後、グラビア印刷においては、多品種、少ロット、短納期対

応、かつ高品質、多色化への要求がより一層高まるものと

見られており、こうしたニーズに効率的に対応できるインキ

性能や印刷システムの構築が要求されています。また、グラ

ビアインキの有機溶剤の質および量に関する規制がますま

す強化されるなかで、従来の溶剤型からノントルエン型や

水性型への切り替えは一段と加速されていくものと予想さ

れます。 

（2000年度当社製品において） 

（2000年度当社製品において） 

【水性型グラビアインキ製品】 

用途 製品名 対象 
プラスチック表刷用 

 

 

 

プラスチック裏刷用 

 

紙用　　　　　　

　 

ノントルエン型インキ「NEWファイン」の開発

では、従来のトルエン型と同等のインキ適性

を持つ樹脂の開発と、トルエンと同等の乾燥

性を有し、かつ印刷時の溶剤バランスが崩

れ難い組成を選択することがポイントでした。 

苦労のかいがあって、現在ではNEWファイ

ンは当社グラビア事業の主力製品になって

います。ノントルエン型インキは残留溶剤の

低減、作業環境の改善に貢献できる製品で

あり、PRTR法の制定によって今後ますます

需要が進むと考えられています。 

当社では、早期から有機溶剤使用量を低減

できるフィルム用水性型グラビアインキの開

発に重点を置いてきました。当社の樹脂合

成技術を駆使したインキ設計はもちろん、製版、

乾燥システム、フィルムを含めて総合的に水

性印刷システムの構築を行ってきました。今

後もより環境に優しく使い易い製品を開発

すべく、インキ性能のさらなる向上を目指すと

ともに、アルコールを含まない水性型インキの

完成に注力していきます。 

スナック用（処理ポリオレフィ

ン用（OPP, HSOP, CPP）） 

レジ袋用（処理フィルム専用）

他 

スナックからレトルト分野（ラミ

ネート包装材用） 

一般包装紙、紙器用 

耐熱用（コルゲーター用途等） 

カップ用（アフターPE用） 

アクワフロンテ 

 

アクワキング 

 

アクワエコール 

 

アクワプラスT 

アクワエースB 

PW304AQ

グラビア事業部 
ノントルエン型 技術1部　高野真主実  丹羽紀人 
水性型 研究部　　　  安田秀樹  須藤馨 

開発担当者のコメント 

水性型 
22％ 

ノントルエン型 
15％ その他 

63％ 

水性型 
7％ 

ノントルエン型 
25％ 

その他 
68％ 
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機能性コーティング剤の環境調和型製品 

印刷物の最終仕上げ加工としてのコーティングは、機能性

と美粧性を付与するための印刷加工の一分野を占めるも

のとして、近年ますます多様化しています。また、環境・公害

問題から包装材料のフィルムレス化が進み、その代替えと

してのコーティング剤の需要も増えています。コーティング剤

の環境対応としては、水性化、ハイソリッド化、無溶剤化（UV

硬化型、ホットメルト型）などの手段で開発が行われています。

特に水性化については高機能樹脂の急速な技術革新とと

もに開発が進められています。 

当社においても、グラビア事業部およびポリマー研究所など

各部門の水性樹脂・ワニスの技術ノウハウを活用して、機

能性素材の性能を付与した各種の機能性コーティング剤

を開発しています。環境調和型機能性コーティング剤として

は、特に水性型およびUV型の開発に注力しています。 

主な環境調和型機能性コーティング剤製品として、機能別

に次のような品揃えがあります。 

2

●高平滑・高光沢コーティング剤 

機　能 

対　象 

製品名 

フィルムラミネートと同等以上の光沢および平滑性
を付与したフィルムラミネートの代替品 

書籍表紙、ポスター、ラベル、紙器 

アクワコートSP100ワニス（水性プレスコート） 
FDFCシリーズ（UVラミネートコート） 

●抗菌コーティング剤 
機　能 
対　象 

製品名 

各種菌に対し良好な抗菌性を付与 

書籍、雑誌表紙、食品包装箱 

YW321アクワコートKP抗菌ワニス（水性プレスコート） 
YU490抗菌添加剤（UVワニス） 

●撥水・耐水コーティング剤 

機　能 

対　象 

製品名 

紙表面に高い耐水性を付与したPEラミネーション
の代替品 

冷凍食品包装、野菜・鮮魚用段ボール、紙トレー雑
誌表紙、飲料カップ、食品包装 

アクワコートシリーズ 
YW338アクワコート撥水ワニス（水性ニス引き用） 
YW343アクワコートKP撥水ワニス（水性プレス用） 

当社は早くからペーパーコーティング剤の水

性化に取り組み、アルコール併用型のコーティ

ング剤では既に多くのラインアップを有してお

り、先頃もその一貫として、高光沢とブロッキ

ング性を両立したアクワコートSP100ワニスを

上市しました。今後は、技術ハードルの高い

完全水性化に向けて、ポリマー研究所と共

同で、樹脂開発から取り組んでいきます。 

高平滑・高光沢コーティング剤「FDFCシリー

ズ」は、無溶剤タイプのUV硬化型ワニスです。

使用工程は、ワニスを塗布した後、フィルムを

ラミネートし、フィルムごしにUV照射して硬化

させ、フィルムを剥離します。このことで高光

沢と平滑性が得られ、ラミネートするフィルム

を変えることでマット、ホログラムなどの意匠

性を与えることができます。また、比較的膜

厚が薄いため、リサイクル時の溶解処理が

でき、紙への再生使用が可能となります。 技術研究開発本部 
材料開発センター　澤口寿一　河野博樹 

開発担当者のコメント 

製品に関するお問い合わせ先 
東洋インキ製造株式会社コンタクトデスク　0120-84-7400
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環境調和型製品の開発 

粘着剤の環境調和型製品 

当社は環境調和型の各種の樹脂、接着剤、粘着剤、粘着

加工品を数多く開発しています。たとえば、感圧性接着剤「オ

リバイン」はアクリル樹脂ベースのエマルジョンタイプで、紙

用を中心に広い用途に使われています。また、熱感応型粘

着剤「Heatmagic DW」は剥離紙が不要な水性タイプの

粘着剤で、多様な素材に対して使われています。今回ご紹

介する水離解性粘着剤の開発には、このような粘着剤や

接着剤開発で培ったノウハウが活用されています。 

 

●水離解性粘着剤 
循環型社会の形成が急速に図られるなか、森林保護・資

源再利用の見地から紙のリサイクル化による再生紙の需

要も伸びており、OA用紙・名刺など私たちの身の回りにも

再生紙が使われるようになってきました。 

このような再生紙の需要拡大を支えるためには、粘着ラベ

ルの紙基材も再生紙の原料として利用することが必要となっ

ており、その結果、粘着ラベルに使用されている粘着剤の

古紙再生工程への混入が生じています。古紙再生工程に

従来の粘着ラベルの粘着剤が混入すると、つぎのような問

題が発生してしまいます。 

①粘着ラベルの粘着剤が、再生工程で搬送ラインの網やロー

ルに付着し、付着した粘着剤の粘着性が再生された紙シー

トの走行性を阻害し、ラインの停止や紙シートを引き破くなど

の不具合を生じ易くなります。 

②さらに再生紙として出荷した後も、印刷やコピー時に、再

生紙に残った粘着剤の粘着性が再生紙の走行性を低下

させることによって、用紙詰まり等のトラブルやコピー画像へ

の悪影響を発生させます。 

このような問題点を解決するためには、混入する粘着剤の

粘着性を再生時になくしてしまわなければなりません。水離

解性粘着剤は、こうしたニーズに応えるべく開発された製

品です。 

東洋インキの水離解性粘着剤は、再生工程で紙繊維をバ

ラバラにときほぐす「離解」の際に、粘着剤も同時に粉砕さ

れて微粒子となります。その結果、粘着性を失い、再生の妨

げとならない事が大きな特徴です。さらに、従来は熱アルカ

リで廃紙をスラリー化処理していたのですが、この粘着剤

は冷水処理にも対応でき、安全な作業へと改善できます。 

当社における水離解性粘着剤の開発は、数年前にさかの

ぼります。当初は漫画雑誌のキャラクタシールやビデオカセッ

トの背ラベルなど、雑誌の折り込み用を対象に着手しました

が、最近では、クラフトテープ、コピータック紙、配送伝票ラベ

ル等と用途の幅が広がると同時に、客先によってラベルの

基材、セパレータ、被着体も多様化し、離解の条件もJIS規

格で定めるような一様なものではなくなり、粘着剤に要求さ

れる性能も非常に高度になっています。 

今後は、当社のポリマー研究所とＲＡＣ事業部との連携を

強化して、多角的なニーズに応じた水離解性と粘着物性の

両立した製品の品揃えを目指して開発を進めてまいります。 

3

このテ－マを着手するにあたって、原料のセ

ルロースが木に由来する古紙だけではなく、

いろいろな種類のセルロースを抄くことを試み、

水離解性粘着剤用の粘着剤としてどのよう

な組成であるべきかを模索し、その結果有

効なヒントを得ることができました。 

研究の結果、従来の粘着剤は組成上非常

に柔らかく疎水性ですが、 親水性の官能基

を均一に導入することがキーポイントである

ことが判りました。さらに、むやみに親水性を

高めれば、乾燥した場合に全く粘着性のな

いカチカチの硬い樹脂になり、使えなくなって

しまうことも判りました。 

現在、水離解性粘着剤は金属コイル固定用

のクラフトテ－プとしてサンプルワ－クの段階

です。今後、ポリマ－研究所とＲＡＣ事業部

がお互いにアイデアを出し合って、より高速

の塗工システムに対応できるように開発を進

めてまいります。 RAC事業部 
樹脂技術部　　  塩沢公英 
ポリマー研究所　有吉泰 

開発担当者のコメント 

古紙脱墨工程 

製品に関するお問い合わせ先 
東洋インキ製造株式会社コンタクトデスク　0120-84-7400
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ホットメルト接着剤の環境調和型製品 

関係会社である東洋ペトロライト株式会社の取り扱う主力

製品のホットメルト接着剤は、有機溶剤や水をまったく含ま

ない、無公害で省エネルギー型の接着剤として近年ますま

すその地位を高めてきています。東洋ペトロライトでは2001

年1月に千葉工場でISO14001の認証を得ておりますが、従

来より環境に配慮した製品の研究開発を行っており、特に

循環型社会に向けて、資源の再利用に貢献できる製品の

開発に力を注いできました。 

以下に代表的な製品を紹介いたします。 

 

●古紙の再生に障害とならない製本用ホットメル
ト接着剤 
従来は新聞紙や板紙での古紙の利用は進んでいましたが、

雑誌などの本で使用される印刷情報用紙への利用は進ん

でいませんでした。古紙の再利用率を高めるためには、印

刷情報用紙への利用を進める必要があります。しかし、そ

の製本に使用されるホットメルト接着剤は、古紙再生工程で

紙の品質低下を招くと言われており、古紙再生に障害とな

らないホットメルト接着剤の開発が求められてきました。 

当社では、早くからこの問題に注目し、古紙パルプの製造

工程のパルパーで細かくなりにくく、スクリーンで容易に除

去できる改良型のEVA（エチレン・酢酸ビニル）系ホットメル

ト、およびより優れた性能を有する湿気硬化型PUR（ポリウ

レタン）系ホットメルトの開発を行ってきました。この改良型ホッ

トメルトは、2001年10月制定の紙製の印刷物に関するエコマー

ク認定基準を満たしています。 

●容易に剥がすことのできる感熱ラベル用ホット
メルト接着剤 

ラベルに用いられるタック紙には、剥離紙が必要不可欠です。

従来から、この剥離紙を省くことのできるラベルの開発が求

められてきましたが、東洋ペトロライトでは、長年培ったホット

メルト型ヒートシール剤の技術を応用して、剥離紙が不要な

新規ラベル用感熱剤の開発を行ってきました。 

この感熱剤はホットメルトの長所に加え、透明性に優れ、後

印刷ができるなど、従来の感熱剤にない長所を有するほか、

容易に剥がすことのできるという特徴を有し、容器の再利

用（リサイクル、リユース）に貢献することができます。 

現在までの開発製品としては、①ビンを水に浸すだけでラ

ベルを剥がすことのできる感熱剤、②ガラスビンのアルカリ

洗浄工程でラベルを剥がすことのできる感熱剤、③PETボ

トルの胴巻きラベル用で、アルカリ洗浄で除去することので

きる接着剤、などが挙げられます。 

4 製品に関するお問い合わせ先 
東洋ペトロライト株式会社　03-5560-7721

リサイクル対応の製本用ホットメルト接着剤

の開発にあたっては、従来の製本機での作

業性を考慮した製品作りに注力し、（社）日

本印刷業連合会のリサイクル適正評価方

法で細分化個数の少ない製品を完成させ

ることができました。この分野では、湿気硬化

型PUR系ホットメルトもラインアップしており、

従来のEVA系ホットメルト接着剤の欠点で

ある耐熱・耐寒性も改善しました。 

また、感熱ラベルシステム用ホットメルト接着

剤「ラベルメルト」は、軟包装材用のホットメ

ルト接着剤のノウハウと市場調査の結果を

踏まえた当社独自の提案型製品です。新し

い分野へのチャレンジなので、色 な々経験と

改良を盛り込んだ製品です。 

今後もこれらの成果を活かして、環境問題を

考慮した製品作りを行っていきます。 
技術部　第1課　秋葉康博　窪田育夫 
技術部　第2課　石黒秀之 

開発担当者のコメント 

製品名 

古紙再生対応ホットメルト接着剤「トヨメルト」 
TM-2027シリーズ、TM-2800シリーズ（改良EVA
系ホットメルト） 
UM-7001B（PUR系ホットメルト） 

製品名 

感熱ラベルシステム用ホットメルト接着剤「ラベルメルト」 
BL-8000シリーズ（水剥離型） 
BL-8500シリーズ（アルカリ剥離型） 
BL-8600（アルカリ溶解／分散型） 

ホットメルト接着剤の製造工程 

訂正
東洋ペトロライト株式会社は、事務所移転により電話番号変更しています。

新番号：03-3272-0718
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環境調和型製品の開発 

製品開発におけるLCAへの取り組み 

より理想的な「環境調和型製品」を開発するためには、より

環境負荷を小さくしなければなりません。つまり、その製品

のライフサイクル、すなわち原材料の資源採掘段階から使

用後の廃棄、リサイクル処理段階まで全てのプロセスにお

いて、発生する環境負荷を定量的に把握することが必要に

なります。 

このように、環境への影響を環境負荷として総合的に解析

する代表的な評価手法がLCA（ライフサイクルアセスメント）

です。その評価プロセスは、主にインベトリ分析とインパクト

評価の2段階から構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社製品に対しては、LCAを積極的に導入して、インベント

リ分析やインパクト評価を実施し、より環境負荷の小さい製品・

システムの開発、提供することを心がけています。今後はデー

タ群の精度の向上と数の充実を図り、より解析精度を向上

させていく所存です。 

本環境報告書では、本年度実施した次の2テーマについて

のLCA解析結果を紹介します。解析手段としては、産業環

境管理協会のLCAソフトウェア「JEMAI-LCA」を活用しま

した。 

 

実施例1：缶用内面塗装製造における環境負荷（製品別、
工程別） 

川越工場にて、溶剤型および水性型缶用内面塗料の固形

分（塗装乾燥後に缶内面上に皮膜を形成する固形分）

1kgを製造する際に及ぼす環境負荷量を比較検討しました。

（資源採掘段階から塗料製造段階まで） 

 

実施例２：グラビアインキ（PG）の製造および印刷、乾
燥における環境負荷（製品別、工程別） 

埼玉工場にて、藍と白の溶剤型および水性型グラビアイン

キを製造後、ユーザーでインキを100%ベタで1000m2印刷

する際に及ぼす環境負荷量を比較検討しました。溶剤型

インキについては、乾燥時に蒸発する溶剤を70%回収する

場合も比較検討しました。（資源採掘段階から印刷回収段

階まで） 

 

結果として、両テーマにおいて、溶剤型に比較して水性型

の環境負荷が小さく、循環型社会に適合した環境調和型

製品として優れていることが確認できました。 

以下に実施例１および２のうち、「CO2排出量」と「エネルギー

消費」の結果を掲載します。 

5

●インベントリ分析：製品ライフサイクルの各段階において、投入さ
れる材料・エネルギー、および生産される製品、排出される排出
物のデータを集約して、資源枯渇・大気・水圏・土壌などへの
汚染負荷を項目別（たとえば原油消費量・CO２排出量）に分析。 

 
●インパクト評価：インベントリ分析の結果をもとにした、資源消費
や地球温暖化などのカテゴリ別の環境影響評価。環境影響
の大きさ（インパクト値）は、そのカテゴリに影響を与えるインベ
ントリ分析値と影響力を表す特性化係数の積の合計値。 

10.25

（Kg） 

（MJ） （MJ） 

（Kg） 

6.75

【CO2排出量】 

実施例１：缶内面塗料のCO2排出量（製品別） 
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実施例２：グラビアインキのCO2排出量（製品別） 
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【エネルギー消費】 

実施例１：缶内面塗料のエネルギー消費（製品別） 
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実施例２：グラビアインキのエネルギー消費（製品別） 
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東洋インキの動き 

1967 昭和42年 

1970 昭和45年 

1971 昭和46年 

1972 昭和47年 

1973 昭和48年 

1975 昭和50年 

1977 昭和52年 

1988 昭和63年 

1990 平成2年 

1991 平成3年 

1992 平成4年 

1993 平成5年 

1994 平成6年 

1995 平成7年 

1996 平成8年 

1980 昭和55年 

社会の動き 東洋インキの動き 

1997 平成9年 

1998 平成10年 

1999 平成11年 

2000平成12年 

2001平成13年 

社会の動き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境改善対策本部を設置 

 

印刷排水処理相談室を開設 

 

「水性色材とその関連公害

防止技術の開発」が有機合

成化学協会の環境賞を受賞 

 

技術研究所に変異原性試験

実施の体制を整え、試験を

開始 

 

 

 

 

 

全社環境安全基本規定を 

制定 

 

 

 

 

 

 

 

環境に係わる基本原則を 

発表 

大豆油インキをグラフエキ

スポ'92（ニューヨーク）に

出展 

 

環境安全推進部を設置 

 

 

 

日本レスポンシブル・ケア

協議会に入会 

アロマフリー溶剤型のオフ

セットインキと洗浄溶剤を

上市 

トートタンクがリターナブル

容器としてエコマークの認

定を取得 

 

ノントルエン型ラミネート

インキを上市 

環境に係わる経営基本方針

（環境憲章と行動指針）を

制定 

 

川越工場がISO14001の

認証を取得 

富士工場がISO14001の

認証を取得 

フランカラーピグメンツ（株）

のビラサンポール工場が

ISO14001の認証を取得 

アロマフリー新聞インキが

エコマークの認定を取得 

 

枚葉インキ及びオフ輪イン

キがエコマークの認定を 

取得 

フランカラーピグメンツ（株）の

ワッセル工場がISO14001

の認証を取得 

エコマークと米大豆協会

（ASA）のソイシール認定

を取得した大豆油インキを

上市 

 

エコロジーセンター設置 

トーヨーケム・インキ（株）が

ISO14001の認証を取得 

天津東洋油墨有限公司が

ISO14001の認証を取得 

初めての環境報告書

「1999環境報告書」を 

発行 

 

ライオケム（株）がISO14001

の認証を取得 

第3回「グリーン購入大賞」

優良賞を受賞 

富士工場の排水から基準値

を越えるダイオキシン類が

検出 

VOCs対応枚葉印刷システ

ム「LEOSTEP」を上市 

環境会計の結果を盛り込ん

だ「2000環境報告書」を

発行 

 

東洋ペトロライト（株）がISO 

14001の認証を取得 

第１回「環境会議」を開催 

東洋モートン（株）がISO14001

の認証を取得 

第4回「環境報告書賞」優

良賞を受賞 

埼玉製造所がISO14001

の認証を取得 
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「公害対策基本法」制定 

 

「公害国会」で公害関係

14法案成立 

 

環境庁発足 

 

国連人間環境会議開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米国「スーパーファンド法」

制定 

 

 

「特定物質の規制等による

オゾン層の保護に関する法

律」制定 

 

「地球温暖化防止行動計

画」策定 

 

「再生資源の利用の促進に

関する法律（リサイクル

法）」制定 

経団連「地球環境憲章」 

制定 

 

国連環境開発会議（地球サ

ミット）開催 

 

 

 

 

「環境基本法」制定 

 

「環境基本計画」制定 

 

「容器包装に係る分別収集

及び再商品化の促進に関

する法律（容器包装リサイ

クル法）」成立 

 

 

 

 

 

国際規格「ISO14000シ

リーズ」制定 

 

 

 

 

「環境影響評価法（環境ア

セスメント法）」公布 

ダイオキシン類に係る大気

環境指針の設定 

気候変動枠組条約第3回締

約国会議（COP3）開催 

 

 

 

 

「特定家庭用機器再商品化

法（家電リサイクル法）」 

公布 

 

 

 

 

 

 

 

 

「地球温暖化対策の推進に

関する法律（地球温暖化対

策推進法）」施行 

「特定化学物質の管理促進

法（PRTR法）」制定 

「ダイオキシン類対策特別

措置法」制定 

 

 

「容器包装リサイクル法」

完全施行 

「循環型社会形成推進基本

法」制定 

「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律」改正 

「リサイクル法」改正 

「国等による環境物品等の

調達の推進等に関する法律

（グリーン購入法）」制定 

 

 

 

「環境庁」が「環境省」に 

改称 

「PRTR法」施行 
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読者の皆様からいただいた質問 

Q 2001年4月に「グリーン購入法」が施行され、特定調達品目の中に「納入印刷物」が掲載されています
が、印刷インキでは何か対応しているのですか？ 

A「グリーン購入法」に関連して、東京都をはじめ各行

政機関が環境に配慮した印刷発注の基準を定めて

います。このような流れを受けて、2001年8月、社団法人日

本印刷産業連合会（http://www.jfpi.or.jp/）が印刷業

界の自主基準として、「オフセット印刷サービス」グリーン基

準を策定しています。この中でインキに関しては、①人体に

危害を及ぼす物質を使用していない、②塩素系樹脂を使

用していない、③PRTR指定物質を考慮している、④VOC

発生を抑制している、⑤古紙再生阻害要因の改善に配慮

している、という5つの「グリーン原則」を定め、さらにその具

体的基準としての「グリーン基準」が設けられています。 

東洋インキのアロマフリーオフセットインキ、大豆油インキ、ノ

ンVOCインキは、このグリーン基準に合致するものであり*、

資材の面から印刷業界の循環型社会構築に向けた取り

組みに協力しています。なお、2001年10月には、財団法人

日本環境協会エコマーク事務局（http://www.jeas.or.jp/ 

ecomark/）から、紙製の印刷物に関するエコマーク認定

基準が示され、また、グリーン購入ネットワーク（GPN）も印

刷物に関するガイドラインを策定しつつあります。 

 

＊一部特殊な色材を使用したものを除きます 

HPV（High Production Volume, 高生産量既存化学物質）イニシアティブに関して、 
東洋インキはどのような活動を行っているのですか？ 

A HPVイニシアティブとは、生産量が1国あたり年1,000ト

ン以上の化学物質（HPV）の安全性データの取得と

評価を行っているOECDの「HPVプログラム」の加速のた

めのICCA（国際化学工業協会協議会）の活動です。

1998年10月のICCA総会では、2004年までにHPV約1,000

物質を対象とした有害性評価を実施することが採択され

ています。 

東洋インキが関連する2つの有機顔料（フタロシアニングリー

ン、ジスアゾイエロー）については、欧州企業連合体の

ETAD（Ecological and Toxicological Association of 

Dyes and Organic Pigments Manufacturers）が推進

しており、東洋インキも2000年12月にETADの会員になりま

した。ETADからは関連の最新情報が入っており、両顔料

とも既存情報の収

集や試験データの

蓄積が進んでいま

す。今後はETAD

の一員として、試

験費用の負担など

を行う予定です。 
有機顔料 

Q

東洋インキでは、廃棄物の排出量削減に向けた取り組みを行っているのですか？ 

A 廃棄物の排出量の削減には、まず事業所内の部署

ごとの排出量の把握が必要であると考え、そのため

の手法として廃棄物管理票（マニフェスト）を参考にした「場

内マニフェスト」制度を、青戸工場、西神工場、埼玉製造

所などで導入しています。 

これによって、部署ごとの廃棄物の種類・量が明確になり、

排出量削減に向けたより具体的な手段が取れるようになっ

てきています。同時に廃棄物に対する従業員の意識も向

上しているようです。 

これとは別に、食堂

から出る生ゴミにつ

いても、生ゴミ処理

機を導入して堆肥

化し再資源化を図っ

ています。 

生ゴミ処理機（青戸工場） 

Q
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「持続可能な発展（Sustainable Development）」という言葉

は、1987年の「環境と開発に関する世界委員会（ブルントラント

委員会）」の報告で発表されてから広く認識されるようになった

もので、「将来の世代が、欲求を自らの力で満たす能力を損なう

ことがなく、今日の世代の欲求をも満たすことができるような開発」

と定義されています。1992年6月の地球サミットでは、この「持続

可能な開発」がテーマとなり、「持続可能な開発のための人類

の行動計画－アジェンダ21」が採択されています。 

 

 

 

環境ラベルとは、消費者が環境負荷の少ない製品・サービスを

選ぶ際の手助けをするツールとして制定されているものです。

現在、ISO（国際標準化機構）では、環境ラベルをTypeⅠ、

TypeⅡ、TypeⅢの3つのカテゴリーに分類し、運用ルールなど

の規格制定を進めています。 

TypeⅠ環境ラベルとは、定められた要求基準を満たしている

かどうかを第三者機関が認定するもので、日本のエコマーク、ド

イツのブルーエンジェルマークなどがあります。TypeⅡ環境ラベ

ルは自己宣言型のラベルで、製品の供給者が独自の基準を設

定して、この基準を満たした製品に対して自らが付与するもの

です。また、TypeⅢ環境ラベルは、製品の環境側面をLCA的

な定量情報として開示するものです。 

 

 

 

環境省の「環境報告書ガイドライン（2000年版）」では、関連事

業者（子会社）や工場・事業所単位の環境報告書を「サイト（環

境）レポート」と呼んでいます。ISO14001の認証取得や、「我が

町の事業所」として地域住民との環境コミュニケーションを充実

させるために、サイトレポートを作成・公表する動きが広がってい

ます。また「第4回環境報告書賞」においては、サイトレポート賞

が設けられました。 

 

 

 

 

食品包装材料用印刷インキの適正化をはかり、内容食品の衛

生的安全性を保持することを目的に、印刷インキの原材料として

使用される可能性のある物質のうちから、使用を避けるべきもの

を選定し、食品包装材料用印刷インキに使用することを禁止し

た規制です。印刷インキ工業連合会が、厚生省指導のもと1973

年4月に制定したもので、1999年8月には、アスベスト類などの19

物質が新たに規制物質に追加されています。 

 

 

 

 

ポリオレフィン等の合成樹脂製食器容器包装等に対して、樹脂

原料等を衛生的見地から自主的に規制し、また、これらの品質

に関する衛生試験を定め、これに合格する品質の容器包装等

に限って使用することを定めたものです。 

 

従来、製品の製造時の公害防止や製品の安全性については、

生産者にその責任が課せられていましたが、製品を使用した後

の処分については責任がありませんでした。これに対し、生産

者が負うべき環境負荷低減の責任を製品のライフサイクル全体

に拡大しようという考えが「拡大生産者責任」です。2000年4月

に完全施行された「容器包装リサイクル法」では、事業者に分

別収集された容器包装の引き取り、再生利用を義務付けており、

拡大生産者責任の考え方が反映されています。 

 

 

 

コージェネレーション（熱電併給）システムとは、1つの燃料源から

2つ以上のエネルギーを同時に得る方法で、一般的には、火力

発電の際に発生した排熱を利用して、給湯・暖房などを行なうシ

ステムのことをいいます。従来の発電システムでは、エネルギー

の利用効率が40%程度でしたが、コージェネレーションシステム

では総合効率で80%以上に高まるといわれています。 

 

 

 

UV（紫外線）は強い光化学反応性を持っており、印刷や塗布

後にUV照射によって瞬時に乾燥させることをUV硬化といいます。

UV硬化型のインキは、加熱乾燥型のインキと異なり、無溶剤型

のためVOCによる大気汚染などの問題がなく、使用するエネル

ギーも少なくて済むという利点があります。 

 

 

 

粘着剤とは感圧接着剤ともいわれ、弱い圧力下での瞬間的接

触で結合力を生じる性質をもつものです。粘着剤にはゴム系粘

着剤、アクリル系粘着剤、シリコン系粘着剤などがあります。 

 

 

 

常温で固体の接着剤やワックス型塗料を加熱溶融して糊状とし、

再び常温に冷却すると同時に接着ないし塗装が完成する方式

をホットメルトといいます。短時間で接着・塗装できる特色を有す

るため、製本や自動包装機械などスピードを要する産業分野に

広く採用されています。 

 

 

 

GRIは、米国の非営利団体であるCERES（環境に責任を持つ

経済のための連合）が中心になって、環境報告書の国際標準

化を目指して設立された組織です。GRIは、環境側面の記述だ

けでなく、もっと広い分野として社会や経済までも含む持続可能

性報告書ガイドラインを提唱しています。 

１． 「持続可能な発展」（P10、P12） 

３． サイトレポート（P13、P20） 

７． コージェネレーションシステム（P24） 

８． UV硬化（P32） 

９． 粘着剤（P33） 

１０．ホットメルト（P34） 

１１．GRI（Global Reporting Initiative）（P39） 

２． 環境ラベル（P11、P13、P15、P20） 

４． 食品包装材料用印刷インキに関する自主規制（NL規制） 
（P17） 

５． ポリオレフィン等衛生協議会の自主規制基準ポジティブ 
リスト（PL）（P17） 

６． 拡大生産者責任 
（EPR, Expanded Producer Responsibility）（P20） 
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［お問い合わせ先］ 

東洋インキ製造株式会社　エコロジーセンター 
〒173-8666　東京都板橋区加賀一丁目21番1号 

TEL 03-3962-6934　　FAX 03-3962-2063

本誌の情報はすべてインターネットでもご覧になれます。 

URL　http://www.toyoink.co.jp/
発行：2001年11月 

次回発行予定：2002年8月 

本文中でも述べました通り、東洋インキの「2000環境報告書」は、東洋経済新報社とグリー

ンリポーティング・フォーラム共催の「第4回環境報告書賞」の優良賞を受賞しました。その際、

審査員の方 か々ら「余白が多いデザインで、文字が読みづらい」「法対応がもっとできるはず」

「PRTR以外の化学物質管理が分からない」「事業の全体像がない」といったコメントをい

ただきました。これらのコメントや、添付したアンケート用紙などを通じて寄せられたご意見を

もとに、この環境報告書においては、以下のような配慮を行いました。 
 

①経営理念や事業の全体像を示し、社会と東洋インキの事業活動との関わりを明確に

することに努めました。 

②「環境マネジメントシステム」の章では、「化学物質の適正管理」を2ページに増やして、

PRTRシステムだけでなく、東洋インキが構築した原料受入から製品出荷に至る化学

物質管理のシステムの全体像を記載しました。 

③「東洋インキの環境負荷とその低減」では、まず、東洋インキの製品生産における環境

負荷を、生産にともなうINPUTと環境へのOUTPUTという物質フローの形で表し、「環

境負荷の全体像」を明示しました。また、「環境事故・処罰事例」に1ページを割いて、

ダイオキシン問題のその後の経緯について説明するとともに、その他の漏洩事故や土

壌汚染、委託業者による不法投棄についても記載しました。さらに、不法投棄を受けて

強化した廃棄物処理法への対応についても記載しました。 

④「環境調和型製品の開発」では、「2000環境報告書」と同様、4種類の製品とLCAへ

の取り組みについて記載しました。アンケートで「現場の信頼感を高めている」という評

価をいただいた開発者のコメントと顔写真については、引き続き掲載しました。 

⑤全体に無駄な余白を減らし、文字を大きくして読みやすくなるように努めました。 
 

昨年から今年にかけて、GRIの「持続可能性報告のガイドライン」、環境省の「環境報告書

ガイドライン（2000年版）」、経済産業省の「ステークホルダー重視による環境レポーティング

ガイドライン2001」など、環境報告書に関する指針が出されています。この環境報告書の編

集にあたっては、これらのガイドラインに示された「記載内容（記載推奨項目）」なども参考に

しています。 

今後も、東洋インキでは、環境保全活動の充実とともに環境報告書の内容の充実も図って

いきたいと考えています。そのためには、読者の皆様からのご意見を参考にさせていただき

たいと考えておりますので、ご協力をお願いいたします。 



TOYO INK

この環境報告書は、VOCs対応枚葉印刷システム「                   」で印刷されています。 


	2001年版　環境報告書
	トピックス
	富士工場のダイオキシン問題が終結
	環境会計において効果を算出
	環境調和型製品の登録を開始
	第４回環境報告書賞の優良賞を受賞

	目次
	環境報告書の対象範囲
	対象期間
	対象事業所
	対象領域


	経営理念
	ごあいさつ
	会社概要
	関係会社

	事業紹介
	グラフィックアーツ部門
	印刷インキ
	グラフィックアーツ関連機器および材料

	ケミカル部門
	高分子関連材料
	化成品およびメディア材料


	東洋インキの環境マネジメントシステム
	1. 環境方針
	環境憲章・行動指針
	環境目的
	2001 年度環境目標

	2. 環境マネジメントシステム
	3. 化学物質の適正管理
	(1) 東洋インキの目指す化学物質管理
	(2) PRTRシステム
	(3) 環境調和型製品の登録制度

	4. 環境会計
	5. 法規及びその他の要求事項への対応
	6. レスポンシブル・ケア活動
	7. ISO14001の認証取得
	8. グリーン購入等の活動
	(1) グリーン購入
	(2) アイドリング・ストップ
	(3) 3つのRの徹底

	9. 従業員への教育・啓発活動
	(1) 環境教育
	(2) 啓発活動
	(3) サイトレポート

	10. 環境コミュニケーション
	(1) 環境報告書の作成・配布
	(2) 環境広告・展示会
	(3) 地域社会との交流


	東洋インキの環境負荷とその低減
	1. 生産活動にともなう環境負荷
	2. 環境負荷の低減への取り組み
	(1) エネルギー使用量及びCO2発生量の削減
	(2) 廃棄物の最終処分量の削減
	(3) 環境汚染物質の排出量の削減

	3. 化学物質の適正管理への取り組み
	(1) PRTR
	(2) MSDS

	4. 環境事故・処罰事例
	(1) 環境事故
	(2) 処罰事例


	環境調和型製品の開発
	1. グラビアインキの環境調和型製品
	2. 機能性コーティング剤の環境調和型製品
	3. 粘着剤の環境調和型製品
	4. ホットメルト接着剤の環境調和型製品
	5. 製品開発におけるLCA への取り組み

	環境年表
	読者の皆様からいただいた質問
	用語解説
	1. 「持続可能な発展」
	2. 環境ラベル
	3. サイトレポート
	4. 食品包装材料用印刷インキに関する自主規制（NL規制）
	5. ポリオレフィン等衛生協議会の自主規制基準ポジティブリスト（PL）
	6. 拡大生産者責任（EPR,Expanded Producer Responsibility）
	7. コージェネレーションシステム
	8. UV硬化
	9. 粘着剤
	10. ホットメルト
	11. GRI（Global Reporting Initiative ）

	編集後記


